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第 1章 都市近郊農村のよりよい生活環境を目指して 

―兵庫県加古川市西神吉町富木地区を事例として― 

 

神戸学院大学人文学部人文学科現代社会領域 

矢嶋 巌 

神戸学院大学人文学部人文学科現代社会領域 

2014 年度現代社会専攻演習Ⅲ（矢嶋ゼミ）履修生 

 

１．序 

 

 本報告は、神戸学院大学地域研究センターの人文学会補助事業における明石グループの研究プロ

ジェクトの一研究課題である「都市郊外地域における環境・社会が有する価値についての研究」の一環

として行なわれた、2014 年度 3 回生による研究結果をまとめたものである。 

 本研究課題では、都市化村落などの都市郊外地域における残存する種々の環境的・社会的要素と

その価値を評価し、地域住民の生活においてその価値が再発見、再評価されることをめざしている。

その研究活動の一端を 2014 年度現代社会専攻演習Ⅱ・Ⅲ履修学生である、現代社会領域矢嶋ゼミ 3 回生

が担った。 

本研究課題による夏季研究調査は、2010 年度人文学部人文学科人間環境コース矢嶋ゼミ 4 回生長尾貴

人による卒業研究「カイボリから見たため池と地域住民との関わりについて―兵庫県東播磨地方を事例に

―」に端を発するもので、地域研究センターの研究としては、2011 年 9 月に実施した人間環境コース 2011

年度矢嶋ゼミ 3 回生による研究、2012 年度人間環境コース矢嶋ゼミ 4 回生鈴木晨平による卒業研究「都

市郊外近郊農村における農業の持続と活性化―兵庫県加古川市西神吉町鼎を中心に―」、2013 年 9 月に実

施した人間と社会コース現代社会領域 2013 年度矢嶋ゼミ 3 回生による研究に引き続くものである。  

2014 年度についても、富木公民館を拠点とした地域調査を実施すべく、富木町内会長の久保寛氏およ

び富木営農組合長の富木攻氏に相談を持ちかけたところ、将来にわたる富木地区の持続に対しての懸念

と真剣な対策の必要性を耳にした。そこで、地域研究センター「都市郊外地域における環境・社会が有

する価値についての研究」班として富木町内会と協働し、10 年、20 年先の富木地区の持続を都市近郊農

村に住む魅力から考えるために、学生が研究調査を実施し、その結果を報告するということとなった。 

 

２．富木地区について 

 

加古川市西神吉町鼎の富木地区は、山陽本線宝殿駅の北方約 2～3km ほどに位置する都市近郊農村であ

る。加古川市は兵庫県南部に位置する人口約 26.8 万人の都市で、高度経済成長期に都市化が進み、表 1

を見ての通り、1990 年代まで人口が大幅に増加した。1960 年代以降、臨海部において工業開発が行なわ

れてきた。また、山陽本線の電化や新駅開業にともなって、ベッドタウンとして住宅地開発が進展し、

京阪神大都市圏の衛星都市として発展してきた（小坂 2012、和田 2006）。 
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 富木地区が位置する加古川市西部の西神吉町は、一

級河川加古川の右岸に位置し、全域が二級河川法華山

谷川の流域に含まれる。年間降水量が比較的少なく冬

季も比較的温暖な瀬戸内側の気候区に含まれ、稲作が

盛んで、多数の溜池が分布する溜池灌漑卓越地域であ

る（南埜 2011）。また、西神吉町は 1956 年に加古川

市に編入されるまでは村であった。西神吉町のうち、

国道 2 号線や山陽本線に近い地域では、山陽本線宝殿

駅に近い地域を中心に住宅開発が行なわれたものと

みられ、1960 年代後半以降 1980 年代半ばまで人口が

大幅に増加した（表 1）。人口増加の傾向も加古川市全

体のそれと似通っている。しかし、富木地区が含まれ

る鼎は市街化調整区域で、大規模な住宅地開発がほと

んどみられず、図 1にも示されているとおり、広く農

地が分布する。 

鼎地区の歴史を振り返ると、1878（明治 11）年に清

水・長慶・富木が鼎村として発足した。その後、1889

年に鼎村は西神吉村の一部となり、1956 年には西神吉村が加古川市に編入された。現在の鼎地区は、清

水、長慶、富木、そして富木から分離した西脇の 4 集落からなっており、それぞれ加古川市の町内会と

して自治が行なわれているが、住居表示は 4 集落とも鼎となっている。鼎地区では、1970 年から人口増

加は横ばいで、1990 年からは人口が減少傾向にある（表 1）。 

富木地区の人口については、国勢調査による町内会別人口が掲載されている『加古川市統計書 昭和 45

年』によれば、1970 年の富木地区では、56 世帯、人口 263 人であった。一方、加古川市地域文化課の内

部データによれば、2011 年の富木地区では、世帯数は 56、人口は 177 人であった。鼎の 4 集落のうち、

この 31 年間で人口が減少したのは富木地区だけとなっており、こうした状況に強い危機感を持つ住民も

現われている。 

 表 2 に示した鼎地区の年齢構造の推移によれば、2000 年に約 20％であった老年人口（65 歳以上）の割

合が、2013 年には 33％にまで上昇している。一方で、1990 年には 150 人あまりを数えた年少人口は、2013

年には 71 人にまで減少している。こうしたことから、鼎地区では、加古川市全体と比べると、急速に少

子高齢化が進んでいて、この傾向は、比較的高齢化が進んでいる西神吉町全体と比べても高い。 

 世界農林業センサス農業集落カード 2010 年版によれば、富木地区では 1970 年には農家の割合が全戸

の約 7 割を数えていた。2000 年には約 1 割の 13 戸にまで減少し、内訳は、販売農家が 7 戸、自給的農家

が 6 戸となっている。2010 年の販売農家数は 6 戸であるが、自給的農家数は掲載されず不明である。富

木町内会によれば、聞き取り調査時の富木地区では、転出して空き家となっている 3 戸を除いた 60 戸の

農家・非農家内訳は、農地を所有しかつ稲作をしている農家が 8 戸、農地を所有し稲作は行なわず畑作

を行なう農家が 6 戸、農地を所有し農作業を委託している農家が 16 戸、非農家が 30 戸とされる。現在

の農業集落カードのデータからは、富木地区のような都市近郊農村の実情は見えにくい。 

 

表 1 加古川市西神吉町鼎における人口の

推移（人） 

年 鼎 西神吉町 加古川市 

1970 857 4,994 127,112 

1975 847 7,503 167,902 

1980 842 8,653 211,317 

1985 833 8,895 226,890 

1990 866 8,897 240,144 

1995 839 9,596 257,162 

2000 811 9,582 266,010 

2005 797 9,246 266,370 

2010 729 9,053 268,096 

資料 加古川市統計書に掲載される国勢調

査人口による。 
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表 2 加古川市西神吉町鼎の世帯数、人口、年齢構造の推移 

 

世帯数 人口 
年齢構造（人） 年齢構造割合（％） 

年少 生産年齢 老年 年少 生産年齢 老年 

1990年 

鼎 241 866 154 573 139 17.8 66.2 16.1 

西神吉町 2,592 8,897 1,614 6,289 994 18.1 70.7 11.2 

加古川市 73,761 240,144 48,863 169,414 21,867 20.3 70.5 9.1 

2000年 

鼎 257 811 104 548 159 12.8 67.6 19.6 

西神吉町 3,263 9,582 1,284 6,741 1,557 13.4 70.4 16.2 

加古川市 93,171 266,010 43,280 187,095 35,635 16.3 70.3 13.4 

2010年 

鼎 267 729 86 427 216 11.8 58.6 29.6 

西神吉町 3,553 9,053 1,161 5,605 2,287 12.8 61.9 25.3 

加古川市 105,744 268,096 39,636 173,963 54,497 14.8 64.9 20.3 

2013年 

鼎 273 704 71 398 235 10.1 56.5 33.4 

西神吉町 3,652 8,967 1,051 5,341 2,575 11.7 59.6 28.7 

加古川市 110,702 271,689 38,666 171,429 61,594 14.2 63.1 22.7 

注 加古川市統計書により作成。 

 

３．研究の目的と手法 

この研究調査では、富木地区が 10 年、20 年先も持続していくために、どういう取り組みが必要であ

り、取り組むことが可能であるのかについて考えるために、富木地区の持続を、地区が抱える問題と都

市近郊農村である富木地区に住む魅力という点から考える。学生による住民からの聞き取り結果に基づ

き、問題の要因について検討し、地区が持つ魅力がいかに光るものなのかを、学生自らが考え、報告す

ることにより、広く富木地区住民が地区の持続のあり方について考えていくきっかけをつくることを本

研究の目的とする。 

具体的には、加古川市西神吉町鼎の富木地区において、「富木地区の将来にわたる持続のための研究

調査」と題し、ため池のかいぼり、水害、農業と食料、買い物環境、バリアフリー、ペット、歴史によ

る地域活性化に関する意識について、学生が作成した質問に基づく調査票を使用した面接聞き取り調査

を、現住の 60 戸に対して、9 月 14・15 日に行なった。これらの分野は、矢嶋ゼミによる 2010 年以降の

富木地区における継続的なフィールドワークから得られた知見と学生の関心から導き出したものである。 

なお、9 月 16 日には、上記課題に関係する識者に対して全員で聞き取りを行なうこととし、富木公民

館において高砂市魚橋北自治会の赤堀敬二氏から 2011 年の法華山谷川の水害と自主防災について解説を

得た。また、加古川市志方町の観音寺において、同寺前住職で志方光姫の会会長の村上博生氏から、観

音寺と光姫の関わりや NHK 大河ドラマ「軍師官兵衛」と志方光姫の会の活動について解説を得た。さら
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に、加古川市志方町志方のスーパーマーケットパルプラザ経営者の平井貞枝氏より、地域密着経営の取

り組みについて解説を得、本研究の報告執筆に反映させた 

後期再開後のゼミにおいては、学生全員で聞き取り調査結果を集約したのち、テーマごとにわかれて

内容を検討・分析した。2014 年 12 月 14 日に開催された兵庫地理学協会 2014 年度特別例会（於兵庫教育

大学ハーバーランドキャンパス）のポスターセッションにおいて、「都市近郊農村の生活環境について

考える―加古川市西神吉町鼎富木地区における聞き取り調査をもとに―」と題する中間発表を行ない（資

料 3）、これを推進力にして本報告をまとめるに至った。 

全国的に農業の退潮が続き、都市近郊農村が急速に力をなくしているとされるなかで、今回の研究課

題は大変な難問である。ゼミ生の調査経験は浅く、しかもほとんどの学生の富木地区を含む西神吉町鼎

におけるフィールドワークの経験は、富木地区のため池のかいぼりと西脇地区のじゃがいも収穫祭参加

と西脇から宝殿駅までの踏査、今回の調査 3 日目の志方町志方から富木までの踏査の 3 回に過ぎない。

また、ゼミ生のほとんどが非農家出身であり、筆者も含め農業集落について感覚的に知っているという

わけではないことは、最初に言及せねばなるまい。 

 なお、ゼミ生による聞き取り調査は、現住の 60 戸中、53 戸に対して実施することができた。不在や調

査拒否による調査不能は、非農家 4 戸、農地を所有しかつ稲作を営む農家 1 戸、農地を所有しかつ稲作

を営む農家 1 戸、農地を所有し農作業を委託する農家 1 戸、転出した 3 戸の、計 10 戸であった。調査票

は、章末に資料 1 として添付する。          

（矢嶋 巌） 
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１．２ 富木地区におけるため池のかいぼりの持続が持つ意味 

 

生物班かいぼり担当      

里見 彩 

 

１．はじめに 

かいぼりとは、ため池の水を抜いて、ため池の堤防や水門などに決壊の恐れがないかの確認や、池の

底の土を日光に当てることによる水質の改善を目的として行われるものである。また、かいぼりはブラ

ックバスやブルーギルなど、外来種の魚などの駆除方法の一つともされている（明石ため池研究会 2008）。 

かいぼりは、じゃことりや、池干しとも呼ばれる。しかし、近年は特定のため池を除きあまり行われ

なくなってきているとされる。本報告では、まず、２節において外来種問題やその影響にはどのような

ものがあるのかを述べた後、実際にかいぼりを行う意味について、かいぼりを行っている各地域を取り

上げて考察する。３節では、3 回生矢嶋ゼミが兵庫県加古川市西神吉町鼎の都市近郊農村で、かいぼりが

継続的に実施されている富木地区で行った聞き取り調査結果をもとに、富木地区の住民によるかいぼり

に対する意識の現状を把握し、かいぼりを継続することにどのような意味があるのか、さらに、かいぼ

りを継続するために、どのようにしてより多くの住民に参加を促すかについて考える。 

 

２．外来魚問題と各地でのかいぼりの関係性  

（１）外来種の魚の問題について 

 2005 年に外来生物法が制定された。環境省自然環境局ホームページ「外来生物法について」によると、

外来生物法とは、特定外来生物による生態系、人の生命・身体、農林水産業への被害を防止し、生物の

多様性の確保、人の生命・身体の保護、農林水産業の健全な発展に寄与することを通じて、国民生活の

安定向上に資するとのことである。特定生物には、外来種の魚であるオオクチバスとブルーギルが含ま

れた。 

国立環境研究所ホームページ「侵入生物データベース」によると、オオクチバスは、1925 年に釣りの

対象や食用のためにとして神奈川県芦ノ湖に導入されたのが始まりである。多様な水域に生息が可能で、

食性は魚類やエビなどがあげられる。また、バス釣りの人口は 300 万とも言われ、バス釣りに依存した

産業が形成されている社会的側面を併せ持っていることも問題となっているとされる。 

ブルーギルの場合は、当時の皇太子が訪米の際に手みやげとして持ち帰ったのが始まりであり、食性

は様々な底生動物を利用しているとされる。現在この 2 つの種はほぼ全国に分布している。また、オオ

クチバスやブルーギルの捕食や餌を巡る競争により在来種に影響を与える可能性があるとされる。 

在来種の魚を守るためには外来種の魚を駆除する必要がある。外来種の魚は酸欠に弱いとされること

から（明石ため池研究会 2008）、かいぼりの実施がため池における外来種駆除には有効とされる。そこ

で、次に外来種駆除に有効とされるかいぼりを行っている例として二つの事例を挙げる。 

 

（２）奈良市における近畿大学の取り組み 

 竹本・細谷（2014）は、近畿大学のバスバスターズという団体による、奈良県奈良市に位置する近畿

大学奈良キャンパス内にある第一調整池と、奈良市西端の矢田丘陵にある「遊びの森」（こどもの森）峠
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池（以下峠池とする）におけるかいぼりについて取り上げている。それによれば、第一調整池では、釣

獲とカゴ網を使い、10 年にわたってオオクチバスとブルーギルの駆除活動をしてきた。その結果、2009

年にオオクチバスの根絶に成功し、現在外来種はブルーギルのみが残存しているという。峠池では、2009

年に人口産卵床の設置実験とタモ網による稚魚すくいが行われ、2010 年からは人口産卵床に替わって釣

獲による駆除活動が行われている。その結果、2010 年に一度オオクチバスの生息が見られなくなった。

しかし、違法放流された可能性が高く、2014 年にはオオクチバスが確認されたとのことである。 

このように、ため池では一時的に外来種の魚が駆除されたとしても、かいぼりによる適切な管理が継

続されなければ、違法放流などにより再び外

来種の魚が増加してしまうこともあるとい

える。 

 

（３）名古屋市におけるなごや生物多様性保

全活動協議会の取り組み 

なごや生物多様性保全活動協議会ホーム

ページによれば、2009 年度にかいぼりを実

施した昭和区の隼人池では、ブラックバスや

ブルーギル、コイを駆除したことで、翌年に

は、見られなくなっていた在来種のモツゴが

大繁殖したとされる。また、かいぼりの際に

はみられなかったフナの稚魚の遊泳が見ら

れ、在来生物が確認されるようになった。こ

のように、かいぼりの成果が一定程度あった

といえる。 

また、2011 年度は同協議会のかいぼりが名古屋市天白公園にある大根池で行われ、かいぼり活動参加

者は約 600 人で、見学者を含めると約 1200 人が参加した。大根池は、多様な在来生物がみられ、外来生

物が少ないと考えられる貴重な池であるとされる。 

2012 年度には、同市守山区小幡緑地内の竜巻池でかいぼりが行われ、かいぼり活動参加者は約 200 人

で、見学者を含めると約 450 人が参加した。竜巻池ではブ

ラックバスやブルーギルなどの外来種の魚を 140kg 駆除し

た。 

2013 年度には、同市の茶屋ヶ坂公園内の茶屋ヶ坂池でか

いぼりが行われ、かいぼり活動参加者が約 110 人で、見学

者を含めると約 360 人が参加した。茶屋ヶ坂池では、在来

生物の生息も確認されたが、大半が外来生物で、駆除され

た。 

しかし、参加者と同じくらいに見学者が多いうえに、実

際にかいぼりの作業を行った人は年々減少しているといえ

る。その理由は、特に記載されていないが、可能性として、

 

図 1 なごや生物多様性保全活動協議会によるかいぼり

の参加者数 

出典：なごや生物多様性保全活動協議会ホームページ掲載のデ

ータをもとに作成 
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写真1 蓮池のかいぼりに参加する小学

生に対する生物の専門家による説明 

2011 年 10 月 29 日矢嶋 巌撮影 
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かいぼりが実施された地域の住民の関心が低いこと、広報

が十分になされていないこと、かいぼりが行われている地

域の住民の年齢層などが可能性として考えられる。 

 

３．富木地区におけるかいぼりの実施と在来種保護に関す

る住民の意識 

（１）富木地区におけるかいぼりの概要 

神戸学院大学人文学部矢嶋ゼミでは、兵庫県加古川市西

神吉町富木地区の全世帯に対して、2014 年 9 月 14・15 日

に、「富木地区の将来にわたる持続」というテーマで、面接

方式による聞き取り調査を実施した。ここでは、質問項目

のうち「かいぼり」の設問に関して検討する。 

富木地区に位置する蓮池と盆の池では、毎年交互にかい

ぼりを行っており、池の泥が分厚くなく、臭わないことか

ら、水質が比較的良好といえ、かいぼりの成果が見られる

と地元住民の方は認識しており、かいぼりの効果について

考えるのに適している。2014 年 11 月 15 日に盆の池で行な

われたかいぼりの参加者は、地元住民、兵庫県職員、加古

川市職員、兵庫県立大学学生、神戸学院大学矢嶋ゼミ 2 回

生などであった（資料 2）。かつては、初等教育の一環とし

て西神吉小学校の児童も参加していた（写真 1）。 

聞き取り調査におけるかいぼりに関する質問では、かい

ぼりの目的の認識や、参加経験、どういう意味で行われて

いるか、またその目的が認識されているかについて聞いた。 

 

（２）富木地区における在来種保護目的としてのかいぼり

の認識について 

富木地区においてかいぼりが行われていることについて

は、ほとんどの世帯が知っていた（図 2）。また、かいぼり

が在来種保護を目的の一つとして行われていることを知っ

ている世帯は 75%にのぼり、住民には広く知られているこ

とがわかる（図 3）。 

 

（３）富木地区におけるかいぼりへの参加経験とかいぼりに対する意識 

かいぼりへの参加経験を尋ねると、富木地区の住民は、かいぼりについての認知度は高いが、実際に

かいぼり参加したことのある人よりも参加したことのない人が上回る結果となった（図 4）。このことか

ら、住民の認識とかいぼりの参加には、つながらないといえる。２節（３）で示した名古屋の事例と同

様に、関心があっても行動につながっていないといえる。 

 

図 3 かいぼりが在来種保護を目的とし

て行われていることを知っているか。 
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図 4 かいぼりへの参加経験 
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では、どのようにすればかいぼりに参加するかを考えるため

に、かいぼりに対しての意識を尋ねたところ、作業に参加した

ことがある人からは、楽しかったことや、子供が喜んでいたこ

と、生きがいになっていること、地域交流としての効果、スト

レス解消など、前向きな意見が挙げられた一方、危険性や、準

備の大変さなど、ネガティブな意見を挙げる人もあった。 

また、作業に参加したことがない人からは、仕事の都合で参

加できないという意見や、そもそも参加したくないとする意見

があったほか、大人や女性が参加することを疑問視する意見や、

高齢であるために迷惑をかけたくないなど、かいぼりに参加す

ることについてネガティブな意見が多かった。しかし、時間が

あれば参加したいなど、前向きな意見もみられた。 

 

（４）富木地区における在来種保護の意義 

富木地区におけるかいぼりによる在来種保護がうまくいっ

ているのかについて尋ねたところ、半数の人がうまくいっていると答えた（図 5）。 

 2014 年 11 月 15 日に富木地区の盆

の池のかいぼりで魚種の調査を行っ

た兵庫県立大学環境人間学部の片野泉

准教授からのメールによる回答によ

れば、表 1 に示したように、盆の池で

は、外来種の魚もある程度見られるが、

在来種の魚が多く見られるという結

果になった。これは盆の池において 2

年に 1度かいぼりを行っている成果だ

と言え、外来種の魚の駆除はうまくい

っているといえよう。図 5 に示した富

木地区住民の認識とも整合している。  

 

４．おわりに 

ブルーギルや、ブラックバスなどの外来種の魚は放っておくと増え続け、在来種を捕食するなど、悪

影響を及ぼす。在来種への被害を抑えるためにも外来種を駆除する必要があり、そのためにもかいぼり

を行う意味があるといえる。実際に、近畿大学のバスバスターズがオオクチバスの根絶に成功したこと

や、なごや生物多様性保全活動協議会では外来種の魚を 140kg 駆除がされたなど、外来種の魚の駆除に

ついてのかいぼりの成果が見られた。 

 富木地区のかいぼりにおいても、在来種の魚の数が外来魚の数を大きく上回ったことや、点検が適切

に行われていること、比較的水質が良好なことから、かいぼりの成果が挙がっているといえる。このこ

とから、今後もかいぼりを継続していく必要がある。 

表 1 2014 年 11 月 15 日に行われた加古川市西神吉町鼎富木

盆の池のかいぼりでサンプル採取された魚種（匹） 

在来種   外来種   

ヘラブナ 729 ブルーギル 45 

コイ 177 ソウギョ 14 

ヒゴイ 1 カルムチー 6 

    ウシガエル 1 

    バス 0 

計 907 計 66 

注：兵庫県立大学環境人間学部の片野泉准教授の調査による 

 

図 5 かいぼりによる在来種保護が

うまくいっていると思うか。 
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今回の聞き取り調査から、富木地区では、かいぼりについて認識している住民が多く、また、かいぼ

りを行うことについて前向きであり、かいぼりをやりたいといっている人も少なくないことが明らかに

なった。しかし、実際にかいぼりに参加することについては、ネガティブにとらえている住民が多くみ

られる。これからも富木地区でかいぼりを継続していくためには、かいぼりが一部の農業関係の住民だ

けによって行われるのではなく、かいぼりが地域の持続のために有意義であると広く住民自身によって

認識され、多くの住民が自ら参加するようになっていくことが望ましい。 

かいぼりが一部の住民だけで行われていくのでなく、今後住民交流の場になるように、現在かいぼり

に参加していない人にもかいぼりに来てもらえるようになっていく必要がある。そのためには、富木地

区の住民一人一人によって、かいぼりが有する機能やかいぼりの魅力が再認識される必要があると思わ

れる。ため池のかいぼりが続くことにより、外来種の魚は減り、なおかつ良好な水質が維持される。富

木地区においては、溜池が稲に水を供給する最も重要な役割を持っている。かいぼりにより溜池が維持

されるということは、食という点において、より質の高い生活を送るための手段の一つになりうる。 

４章では、富木地区に地産地消や食育に関心がある人が多くいることが示されている。かいぼりがよ

りよい地産地消のあり方や食育にもつながっていくということを、かいぼりに参加したことがない富木

地区住民に呼びかけていくことで、かいぼりへの参加につなげていくことを提案したい。 
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１.３ 法華山谷川水系総合治水推進計画の地域における認識と対策 

―富木地区住民への聞き取りから― 

 

水害対策班           

音瀬佑貴・野田育秀 

 

１．はじめに 

 

近年、梅雨の時期から秋にかけて、日本各地で短時間での局地的な大雨が降る集中豪雨が発生してい

る。2014年度だけでも、「平成 26年 8月豪雨」と呼ばれる広島県や京都府などを襲ったものや、10年ぶ

りに台風が 2週間連続で発生した台風 18・19号があった（内閣府 2014）。 

高度経済成長期以降、首都圏や京阪神圏では、著しい都市化が進んだ。都市化により地表がアスファ

ルトなどによって舗装されたり、建物が増加したりすると、雨水が地表に浸透しにくくなる。また、排

水溝が整備されると、雨水は河川や下水道に速やかに排水され、短期間に河川や下水道に流入すること

になる。その場合、激しい雨が降った時にしばしば洪水や排水の逆流による人的・物的被害を生じるよ

うになり、都市型水害とよばれる（佐藤 2008、真木 2010）。 

こうした都市型水害による甚大な被害が懸念されるなか、1979 年に建設省（現・国土交通省）によっ

て新たな治水対策として「総合治水対策特定河川事業」が創設され、全国の 6 河川が総合治水対策特定

河川に指定され、河川整備に加え、流域までを含めた総合的な治水事業が行われるようになった（国土

交通省 2012）。総合治水には、通常の治水対策で行われる浚渫工事や河川堤防の強化に加え、雨水の貯留

調整池の整備や避難の円滑化も含まれ、流域全体で治水対策を行うことに特徴を持つ（国土交通省 2012）。 

兵庫県は、2012 年に全国で初めて総合治水対策を条例として施行した。この「総合治水条例」には、

従来の総合治水対策において行う河川堤防工事、浚渫工事などの河川対策、上流部で雨水を蓄えるなど

の流域対策、水害発生時に被害を軽減するための減災対策に加え、流域の住民に啓発活動を行うことを

行政に義務付ける内容と、流域の住民に治水対策に協力することを義務付ける内容が盛り込まれている

（兵庫県 2012）。同条例が施行された兵庫県内で、流域の住民はどのように総合治水に関わっているのだ

ろうか。また、住民は同条例についてどのように認識しているのだろうか。 

兵庫県加西市を源流とし、加古川市、高砂市を流れる法華山谷川は、2012年の台風 12号による集中豪

雨により流域内各地で内水氾濫を起こし、多くの家屋に浸水被害をもたらした。兵庫県の総合治水条例

に基づいて、2013年には「法華山谷川水系総合治水推進計画」が策定され、整備が始まった。 

そこで、本研究では、2011年の台風 12号で甚大な被害が出た法華山谷川に関して、中流域で被害の少

なかった兵庫県加古川市西神吉町鼎の富木地区を取り上げ、中流域である同地区の住民が法華山谷川水

系総合治水推進計画についてどれだけ認識し、水害対策に対してどのような考えを持っているかを明ら

かにする。また、計画を推進する兵庫県と、加古川市の地域住民に対する啓発活動について明らかにす

る。兵庫県が策定した総合治水条例が目指す中流域地区が果たすべき役割と、兵庫県と流域市が果たす

べき役割について整理し、行政と住民がどのような対応をしているのかを解明することを目的とする。 

富木地区は、標高がやや高いために法華山谷川の氾濫による被害に遭いにくい地域である。さらに、

同地区の周囲に山はないため、山の地すべりや土砂崩れに遭うこともなく、突発的な地震などを除くと、
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自然災害の被害が比較的少ない地区と考えられている。また、2014 年度から水田の貯水機能を利用した

田んぼダムを試験的に実施しており、研究対象地域として適切である。 

上記の研究目的を達成するため、以下の手順で検討を行う。２節では、法華山谷川の概要を確認した

うえで、兵庫県における水害にかかわる制度を確認する。次に、法華山谷川水系総合治水推進計画を兵

庫県が県民に認識を広める活動をどのように行っているかを確認する。これに関して、兵庫県東播磨県

民局加古川土木事務所復興事業課の担当者に聞き取りを行った。次に、同計画を加古川市が市民に認識

を広める活動をどのように行っているかを確認する。これに関して、加古川市建設部治水対策課担当者

と総務部危機管理室担当者に聞き取りを行った。次に、加古川市が実施している防災訓練について確認

する。そして、富木地区で行われている水害対策について確認する。これに関して、2014 年 10 月 30 日

に加古川市西神吉町鼎富木の富木地区営農組合長に聞き取りを行った。次に 2014年 11月 25日に富木地

区内にある加古川市立総合体育館の担当者に電話での聞き取りを行った。３節では、神戸学院大学人文

学部人文学科 3 回生矢嶋ゼミが兵庫県加古川市西神吉町鼎の富木地区で行った全戸への聞き取りから明

らかになった法華山谷川における総合治水の推進についての住民の認識について概略する。さらに聞き

取りの結果を総合治水条例の内容と照合させて考察する。そして、聞き取り調査の結果を踏まえて、上

記の兵庫県東播磨県民局加古川土木事務所復興事業課の担当者と加古川市建設部治水対策課担当者に聞

き取りを行った。以上をふまえて考察を行う。 

 

２．法華山谷川の概要と治水の歴史 

（１）法華山谷川の概要 

法華山谷川は、加西市の丘陵地帯に源を発し、水田地帯を瀬戸内海方面に南下し、途中で善念川と合

流して、高砂市伊保において瀬戸内海に注ぐ。流域面積は約 43.7㎢、法定河川延長が 15,947ｍの二級河

川である（兵庫県 2013）。 

流域は加西市、加古川市、高砂市にまたがっており、1950 年頃では流域の大半が農地と山地で占めら

れていたが、現在は下流域を中心に市街地化が進んでいる（兵庫県 2013）。 

 

（２）法華山谷川河川整備計画策定までの河川整備 

法華山谷川は、旧河川法によって 1930年に「加古川水系法華山谷川」として国に河川として定められ、

1965 年には現河川法によって二級河川「法華山谷川水系法華山谷川」と定められた（兵庫県土木河川課

1992）。1952年には、河川災害復旧助成事業として、高砂市米田町（現在の加古川市米田町）で河川堤防

工事が行われた。次に1975年に河口整備事業が高砂市河口部付近で行われた（兵庫県土木部河川課1991）。

2002年には、兵庫県が法華山谷川水系河川整備計画を策定し、2003年から施行された。この計画は、当

初は 1983年に発生した台風 10号の洪水流量を安全に減少させることを目的としていた（兵庫県 2003）。 

 

（３）法華山谷川水系総合治水推進計画の経緯と県・市・流域住民の責務 

上記の 2002 年に兵庫県が策定した「法華山谷川水系河川整備計画」が進行する中、2011 年には台風

12 号による第二次世界大戦後最大規模の降雨が発生した。この降雨による被害によって、日本全国で死

者 82 名、行方不明 16 名という甚大な人的被害が出た。また、加古川市では消防団員が救助活動中に法

華山谷川に流され亡くなった（内閣府 2012）。また、法華山谷川流域の加古川市と高砂市において、床
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上浸水 424 戸、床下浸水 1,216 戸の甚大な被害があった。これを契機とし、兵庫県、加古川市、高砂市

が、洪水の検証と対策の検討を進めた（兵庫県 2013）。 

出水状況を検証した結果、法華山谷川では、上流域の森林や、中・上流域に位置するため池や水田な

どの保水機能を活用することで、雨水流出抑制機能が働かせると、降雨量が最大となる時間から保水し

た降雨が河川に流入するまでに大きな時間差を生じさせ、最大流出量を低減させる効果があることが確

認された（兵庫県 2013）。また、兵庫県が 2012年 4月 1日に施行した総合治水条例の基本理念「ながす」、

「そなえる」、「ためる」にも則り、法華山谷川の治水対策の基本理念が決定され、治水対策の基礎と

された（神戸新聞 NEXT 2014 年 6 月 20 日）。この条例の基本的な理念として、兵庫県と流域市には、

総合治水に関する総合的・計画的な施策を策定・実施、河川下水道対策、他の行政と連携して県民への

啓発活動を行う責務があり、県民には雨水の流出抑制と浸水発生への備えをし、行政が実施する総合治

水に関する施策への協力をする責務があるとした。 

これを踏まえて、兵庫県は 2013年に「法華山谷川水系総合治水推進計画」を策定した。この計画では、

河川下水道対策として兵庫県、流域市の役割分担を明確にした。また、治水対策の基礎である「法華山

谷川水系河川整備計画」の目的を、1983年の台風10号時と同等の洪水雨量を安全に減少させることから、

2011年の台風 12号時と同等の洪水雨量を安全に減少させることに変更した。そして、床上浸水の被害を

防ぐことを目的とし、河川下水道対策を実施するとした。流域対策としては流域内の水田やため池の保

水機能の活用をするとし、減災対策としては浸水被害が発生した場合に被害の軽減を図るため、県民の

自助、共助を推進するとした。さらに、これらの流域対策、減災対策を組み合わせた総合治水対策を、

兵庫県、流域市、県民相互の連携を図りながら協働して推進するとした。また総合治水条例にも則ると

した（兵庫県 2013）。 

 

（４）法華山谷川水系総合治水推進計画に基づく住民に対する行政の取り組み 

①兵庫県の取り組み 

兵庫県加古川土木事務所復興事業課の担当者からの聞き取りによると、法華山谷川水系総合治水推進

計画を兵庫県民に認識してもらうために、兵庫県が主体となって「法華山谷川水系流域懇談会」が、2012

年 7月から 2013年 3月までに 7回開かれた。この懇談会には、流域市の行政として加古川市と高砂市が

参加し、流域地域の各連合自治会長と加古川市と高砂市の水利関係者も参加した。そのなかでは加古川

市側からも各連合自治会長に対して説明を行った。また、2013 年より着工する同計画の工事において、

事前の説明会を県と流域市が合同で行われている。 

②加古川市の取り組み 

2014年 11月 21日に実施した加古川市建設部治水対策課河川水路係の担当者からの聞き取りによると、

2013 年より着工する同計画の工事において、事前の説明会を地域住民に対して兵庫県と合同で行った。

また 2015年より加古川市が着工予定の輪中堤の工事の前に、地域住民に対して事前説明会を行う予定で

あるという。このように加古川市においては同市単体で法華山谷川水系総合治水推進計画を地域住民に

行うことは現在のところなく、同計画の説明は県と合同で行っている。 

 

（５）加古川市が実施する防災訓練 

 加古川市では、市の災害対策として、毎年 9 月の防災週間に防災訓練を実施している。この訓練は、
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市が防災関係機関、自主防災組織などと合同で実施しているものである（加古川市ホームページによる）。

しかし、大規模地震災害を想定したものとされ、水害被害は想定されていないとみられる。 

 

（６）富木地区における水害対策と活動の概要 

加古川市西神吉町鼎の富木地区は法華山谷川中流域に位置し、ため池が分布するうえに、水田が地域

の広い範囲を占める。富木地区は法華山谷川の付近と比べ標高がやや高いため、法華山谷川の氾濫によ

る水害被害は発生しづらい。一方で、ため池と水田の貯留機能を活用すれば、富木地区より下流域にお

ける洪水被害を軽減することも可能と考えられている。 

富木地区では、大雨が予測される場合に、田んぼダムやため池の事前放流が行われ、雨水貯留に備え

ている。また、富木地区に位置する加古川市立総合体育館の第 4 駐車場では、大雨が降った時に水を貯

留できる調整池としての機能を持っている。さらに、富木地区は法華山谷川流域の他地区と自主防災組

会の取り組みについて協力関係にある。 

富木地区の町内会役員は、兵庫県東播磨地域ビジョン委員として、県民局管内住民の交流に熱心に取

り組んでいるほか、兵庫県東播磨県民局や加古川市役所のさまざまな部署とも交渉ルートを持っている

人もいる。そして何より、町内会役員がため池に関係する取り組みに積極的であり、これらが富木地区

において以下の取り組みが行なわれていることに、一定程度の影響を及ぼしていると思われる。以下に

富木地区で行われている水害対策について詳しい内容を示す。 

①田んぼダム 

水田は雨水を貯めるという機能を持っており、容量いっぱいまで水を蓄えることで雨水の河川の流入

を遅らせ、下流部の洪水被害を減らすことができる。その機能を活かした取り組みの 1 つが田んぼダム

である。田んぼダムは 2002年に新潟県村上市（旧神林村）で全国に先駆け始まった取り組みで、同じ低

平地で排水不良に悩みを持つ自治体、団体などから先進地として注目されているという（新潟県ホーム

ページ「新潟発 田んぼダム実施中」による）。 

農林水産省は農村地域の農業の多面的機能維持・管理のため、農地・水保全管理支払交付金制度を策

定した。田んぼダムもこの交付金制度を利用することができ、補助金の給付を受ける事が出来る。具体

的な補助金額は、田んぼダム実施面積 10ヘクタールあたり 3,000円である（農林水産省 2014）。 

富木地区では、2014年から田んぼダムが開始されたばかりである。 

②事前放流 

ため池の事前放流とは、大雨の前にため池の貯留水を放流し、雨水貯留容量を確保することで、ため

池の下流域への流出量を人為的に低減させて、排水路や川の溢水による家屋・農地などの浸水被害を軽

減することである（兵庫県「貯水施設の雨水貯留容量確保に係る指針」による）。 

兵庫県（2013）によれば、事前放流では、農業者がため池本来の利用目的に支障のない範囲で自発的

に実施し、それにあたっては、ため池下流域の住民を含め地域で話し合い、ため池を活用した雨水貯留

の意義を共有し、地域全体の取り組みとすることが望ましいとされる。 

また、事前放流は池の大小に関わらず効果が期待できるため、すべてのため池が対象となっている。

事前放流には、1つのため池で行うのではなく、放流容量を多く確保できるため池や地域内の複数のため

池で一体的に事前放流に取り組む事が望ましいとされている。事前放流の時期としては、集中豪雨の発

生頻度が高い梅雨から秋までが最も効果を発揮しやすい。ただ、地域の事情に応じ、農業用水の確保が



17 

 

 

写真 1 富木地区に位置する加古川

市立綜合体育館駐車場の注意書き 

2014年 12月 2日撮影 

優先される時期を避け、台風による豪雨被害が多い9月頃から秋までの取り組みでも十分に効果があると

される（兵庫県ホームページ「地域を洪水被害から守る田んぼダムの取り組み」による）。 

富木地区で事前放流がはじまったのは 2007年からである。兵庫県の農地・水・環境保全推進協議会が

事前放流に取り組むこととなり、富木地区環境保全協議会も参加することになったことがきっかけであ

るとされる（富木営農組合長からの聞き取りによる）。 

③クリーンキャンペーン 

富木地区環境保全協議会では、法華山谷川で 2011 年に台風 12 号による洪水被害が発生して以来、毎

月 1 度、町内会や老人会の有志で「クリーンキャンペーン」と呼ばれる、ため池の周りの草刈や用水路

の清掃などの維持管理を推進する活動を行っている。そのクリーンキャンペーンのあと、加古川市立総

合体育館で参加者による座談会が行われ、田んぼダムについて

意見交換をしている。これを必ず毎月 1度行うことで、定期的

な情報を伝えることができるとのことである（富木地区営農組

合長からの聞き取りによる）。 

④調整池として機能する駐車場 

調整池とは洪水を一時的にためておくことで、下流部へ流れ

る洪水の量を減らし、安全な流れを保つ雨水貯留移設のことで

ある（三重県ホームページ「e-住まい三重」による）。富木地

区内の加古川市立総合体育館第 4駐車場は、雨が降った場合に

調整池として機能する。駐車場には写真 1の表示が設置されて

いて、利用者に注意を促している。 

⑤他地区との自主防災会の協力関係 

 2014 年 12月 7 日に富木地区、西神吉町鼎の長慶地区、同西

脇地区、高砂市阿弥陀町魚橋北地区の代表者が今後の自主防災

会の運営に関して協議した。富木地区は、歴史的文化的に、長

慶地区と西脇地区とのつながりが深い。また、長慶地区では

2011年の台風 12号による内水氾濫で床上浸水が発生した。魚橋北地区は高度経済成長期以降に建設され

た郊外型住宅団地で、同じく台風 12号による内水氾濫で床上浸水が発生した。 

これは他地区において、災害時に行政に頼らず、住民どうしで助け合うことで被害を最小限にした事

実を踏まえ、地区ごとに自主防災会が機能しやすくするとともに法華山谷川流域の限られた地区で自主

防災会の活動に関して協力関係を結ぶこととした。具体的には互いの自主防災の現状を報告し、他地区

に対しアドバイスを行っていくというものである（東播磨ビジョン委員会編 2015）。 

 

３．法華山谷川中流域の都市近郊農村住民の総合治水計画への意識 

（１）富木地区住民の意識 

神戸学院大学人文学部3回生矢嶋ゼミでは、「富木地区の将来にわたる持続」というテーマで、2014年9

月14・15日に、富木地区の全世帯に対して面接聞き取り調査を実施した。ここでは質問項目のうち特に

「水害」の設問に関して結果を述べる。聞き取り調査では、法華山谷川水系総合治水推進計画や、同計

画の一環として富木地区においても洪水抑制のために実施されている田んぼダムに対する意識について
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表2 田んぼダムについての認識 

 
知っている 知らない 計 

農家世帯 
自分で農業をしている 6 5 11 

委託している 9 10 19 

非農家世帯 10 13 23 

総計 25 28 53 

 

表1 法華山谷川水系総合治水推進計画を知っているか 

 
知っている 知らない 計 

農家世帯 
自分で農業をしている 8 3 11 

委託している 5 14 19 

非農家世帯 6 17 23 

総計 19 34 53 

 

尋ねた。また、農家世帯に対しては、田んぼダムの取り組みの実施についての考えを尋ねた。 

①法華山谷川水系総合治水推進計画の認識 

法華山谷川水系総合治水推進計画について知っているかを全世帯に尋ねたところ、表1に示した通り、

約4割の世帯が認識しているにとどまり、非農家世帯に限定すると、認識していた世帯は3割に満たなか

った。富木地区は地形的条

件から水害被害が発生し

にくく、水害対策そのもの

に関心が低いからではな

いかと考えられる。 

②法華山谷川水系総合治

水推進計画に対する考え 

法華山谷川水系総合治

水推進計画について考え

ることを全世帯に尋ねた

ところ、半数以上の世帯が

特に意見がない、あるいは

名称しか知らないと回答

した。それ以外には、干ば

つ対策をしてほしいなど計画には直接関係しない回答や、水が来ないようにしてほしいなど具体性に欠

ける回答が大半であった。こういった結果になった主な要因として、質問が具体的ではなかったことも

一因しているが、先述の通り富木地区は比較的水害が起きにくい地区であるため、水害に対する関心が

低いことも影響していると思われる。 

③富木地区における田んぼダムの認識 

富木地区における田んぼダムの認識について全世帯に尋ねたところ、表2のとおり4割弱の世帯しか認

識しておらず、農家に限っても半数程度しか認識されてなかった。 

この背景としては、富木地区で田んぼダムが開始されたのは2014年からであるうえに、田んぼダムを

運用している富木営農組合としても、現段階では田んぼダムの存在を積極的に広めようと考えておらず、

まずは小規模な取り組みを行い、効果がみられた場合に段階を踏みながら広めていきたいと考えている

ことを反映しているとみられる（富木地区営農組合長からの聞き取りによる）。 

 

④田んぼダムを知ったきっかけ 

③の質問で、田んぼダムを認識していると回答した世帯に対して、どのようにして田んぼダムを知っ

たかを尋ねたところ、農家世帯・非農家世帯ともに幟で知ったと回答した世帯が最も多かった。この幟

は兵庫県農地・水・環境保全推進協議会および兵庫県・県内各市町名で田んぼダムを推進するもので、

富木地区営農組合があげているものである（写真2）。 
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表3 富木地区の浸水被害を知っているか 

 
知っている 知らない 計 

農家世帯 
自分で農業をしている 9 2 11 

委託している 13 6 19 

非農家世帯 19 4 23 

総計 41 12 53 

 

 

写真2 富木営農組合があげる田んぼダムの幟 

2014年12月2日撮影 

次いで、夫や知人などに教えてもらったと回答

した世帯が多かった。これは富木地区で月に一度

おわれる用水路周りの草刈りや掃除を行うクリー

ンキャンペーンの後に行われる懇親会で、富木地

区営農組合長が田んぼダムについて話す機会があ

ったからであると考えられる（富木地区営農組合

長からの聞き取りによる）。 

⑤田んぼダムの今後の実施 

農地を持っているが田んぼダムを実施していな

い世帯に対して、今後、田んぼダムを実施する予定

があるか尋ねたところ、予定がない、またはわから

ないという意見が大半だった。 

⑥田んぼダム以外の富木地区で行われている水害

対策についての認識 

富木地区で行われている田んぼダム以外の水害対策について知っているかを全世帯に尋ねたところ、

半数以上の世帯が認識していなかった。このうち、非農家世帯だけでみた場合では、ほぼ全世帯が認識

していなかった。田んぼダム以外の水害対策としては、ため池の事前放流や水路の草刈り、掃除などが

水害対策として挙げられるが、十分に認識されていない。 

⑦2011年の台風12号時に起きた富木地区における水害 

2011年の台風12号

による大雨で、富木地

区において数軒の家

屋が浸水被害に遭っ

たことを知っている

か全世帯に尋ねたと

ころ、表3に示した通

り、7割以上の世帯が認識していた。しかし、認識していない世帯もあったことから、地域内における情

報共有が充分にはできていない部分があるものとみられる。 

⑧富木地区水害対策を行うべきか 

富木地区内で水害対策を行うべきかを全世帯に尋ねたところ、3割強の世帯が必要ないと回答した。非

農家世帯だけに限ると、半数の世帯が必要ないと回答している。対策は必要であるとしながらも、具体

的な内容まで言及する世帯は全世帯で3割程度に留まった。また、地区内で歴史のある家が対策すべきと

する回答もあった。 

以上の①～⑧の回答結果から、富木地区において、法華山谷川水系総合治水推進計画や田んぼダムの

認識度は、決して高いとはいえない。 

 

（２）住民の総合治水についての認識に対する兵庫県・加古川市の考え 

３節で示した富木地区における聞き取り結果をもとに、兵庫県加古川土木事務所復興事業課の担当者、
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加古川市建設部治水対策課の担当者にそれぞれ聞き取り調査を行った。 

まず、富木地区の農地を持つ世帯の半数以上が法華山谷川水系総合治水推進計画について、知らない、

あるいはわからないと回答したことに対して、どのような広報活動を行っているかを尋ねたところ、加

古川土木事務所からは、兵庫県が主体となって法華山谷川水系流域懇談会を2012年7月4日から2013年3月

22日まで計7回開催した。兵庫県としては、同計画が実現につなげるため、流域市から要望があれば協力

するが、広報活動は基本的に流域市がすべきとのことであった。 

一方、加古川市治水対策課によれば、２節（４）で述べたとおり、兵庫県が主体となって法華山谷川

水系流域懇談会を2012年7月4日から2013年3月22日まで計7回開催した。法華山谷川流域総合治水推進計

画は兵庫県が主体となって推進しているため、兵庫県から加古川市や高砂市に計画の全容が伝えられる。

しかし、個別の箇所に関しては、調整の事情もあるため、市民に対して調整段階の内容を正確に伝える

ことができない状況にあり、そのため市民からの個別の箇所に関する質問に回答することができないの

が現状であるとのことであった。 

また、富木地区の農地を持つ世帯の半数以上が、田んぼダムについて知らないと回答したことに関し

て、田んぼダムについてどのような広報活動を行っているかについて尋ねたところ、県としての回答は

なかった。加古川市治水対策課からは、田んぼダム用のせぎ板の配布案内をしたとの回答があった。 

法華山谷川水系総合治水推進計画は兵庫県主体の計画であるものの、個別の箇所に関しては調整の都

合もあるため、兵庫県が加古川市・高砂市などの流域市に計画の個別の箇所を説明しにくいとみられる。

現段階では、市民により安心を与えられる説明ができる仕組みをさらに検討していくほか対策はないと

思われる。 

 

４．考察 

2013年に策定された法華山谷川水系総合治水推進計画は、2011年の台風 12 号の被害を受けて策定さ

れたもので、2012年に施行された兵庫県の総合治水条例の基本理念に基づいている。同条例は、兵庫県

と流域の行政が住民に対し、総合治水という治水対策の考え方を啓発する責務があるとしている。流域

住民には治水対策に積極的に協力する責務があるとしている。 

兵庫県の総合治水条例が、従来の総合治水計画と異なり、流域住民が総合治水対策に理解を示しなが

ら協力することを義務づけていることは評価できる。法華山谷川水系総合治水推進計画においても、県

や流域市が連携して地域住民に対して防災や減災のための啓発活動を行なうとしている。 

しかし、本研究で行った兵庫県・加古川市の担当者や、富木地区の住民への聞き取り結果からは、総

合治水条例の基本理念に則った総合治水対策には、次の点において、いま一歩足りないように思われる。 

まず、行政である兵庫県と加古川市は、法華山谷川水系総合治水推進計画について流域住民に知って

もらうために、流域の連合自治会長と水利関係者を対象にした法華山谷川水系流域懇談会を合同で開催

している。また、同計画の工事を着工する際には、事前の説明会を流域住民に対して開催している。し

かし、連合自治会長をもって一般住民の代表に代えていて、同計画を地域住民一人一人へ説明するには

十分とは言えない。また、着工する地区ではその近隣地区の住民に向けた説明会は開催されてはいる。

以上のことから、同計画については、流域内全ての住民一人一人に伝わるような説明が十分なされてい

るとは言い難い。懇談会と事前説明会しか同計画を知らせる機会がなければ、同計画について流域住民

からの十分な協力を得ることは難しいだろう。 
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次に、兵庫県と加古川市からの聞き取りによれば、同計画を地域住民に認識してもらうための啓発活

動をどちらが担うべきかについては、活動の主体となる行政の分担について兵庫県と加古川市に認識の

ズレがみられる。総合治水対策において兵庫県と加古川市の意思疎通が不十分な状態で今後もこの計画

が進行してしまうと、啓発活動の説明が法華山谷川流域の住民一人一人に届くとは思われず、総合治水

条例の基本理念に合致しない治水対策となってしまうことが懸念される。 

さらに、法華山谷川中流域の富木地区は、田んぼダムやため池の事前放流など多様な取り組みを行い、

下流域で水害被害を抑制するよう努力している。しかし、実際には同地区の一部の熱心な農家が中心と

なって水害対策を行っているにすぎず、それ以外の農家や非農家世帯が治水対策に取り組んでいるとは

言えない状況に見受けられた。こうした状況は、総合治水条例の目指す流域住民全員が参加する水害対

策とは言い難いだろう。富木地区の多くの世帯は同計画や水害対策に対して、特に非農家世帯では、関

心が高いとは言えなかった。このような結果になった理由として、そもそも同地区では、その地形的条

件から法華山谷川の氾濫による水害は発生しにくく、水害対策そのものに関心が低いからだと思われる

が、それに加えて、同計画について兵庫県や加古川市からの住民一人一人に向けた直接の説明が十分で

はなく、下流域住民のために地区で水害対策を行なうことの意味や住民の総合治水に対する協力の義務

について知る機会があまりないことも一因しているのではないだろうか。このことは、富木地区だけと

は考えにくく、中・上流域で富木地区と同じような条件を有する地区においても、当てはまる場合が多

いと思われる。 

このような状況が今後も変わらなければ、将来 2011 年の台風 10 号と同程度の降雨があった場合に、

下流の地域で再び氾濫によって多大な被害が発生することが懸念される。流域のすべての住民が治水対

策を理解し、積極的に治水対策に協力するところにまで至るような啓発活動は行えていないことが、本

研究における富木地区での聞き取り結果から見えてきた。 

以上のように、総合治水を推進するうえで、県、流域市町、県民の考えに違いがある現在の状況では、

総合治水の効果が十分発揮できない可能性が考えられる。そのため、総合治水を推進するうえで最も優

先されるべきことは、県、流域市、住民が流域の上流から下流までの水害に関係するあらゆる事象につ

いて、必要かつ十分な情報をできるだけ情報を共有し、学びあい、連携を図ることに尽きるだろう。 

 

５．おわりに 

本研究では、2011 年の台風 12 号による水害で甚大な被害を受けた法華山谷川を事例にして、2012 年

に施行された兵庫県の総合治水条例による対策の推進についての住民の関わりと認識について検討した。 

兵庫県が主体となって流域懇親会や地元説明会が行なわれているものの、同計画の説明が地域住民一

人一人にまで届くようにはなされているとはいえないことが明らかになった。 

また、同計画についての地域住民への啓発活動の主体についても、兵庫県と加古川市とで認識のズレ

がみられ、総合治水条例の目指す理念から、高砂市を含めた県と市の意思疎通と連携が充分とはいえな

いと考えられた。 

以上から、現状では同計画の流域対策や減災対策の理解が急速に深まっていくことは期待できない。

地域住民が積極的に同条例について理解していくためには、県や市から正確かつ、一人一人の住民に届

くような説明と対応が行われなければならないのではないかと考える。 

法華山谷川の中流域に位置する富木地区では、熱心な農家が中心となって、多様な水害対策が行われ
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ている。しかし、同地区の付近を流れる法華山谷川の下流域で 2011年に大きな水害被害があったにも関

わらず、同地区住民の水害対策に対する関心が低い。そして、それは同地区に限ったことではなく、他

の中・上流域の他の地区にも当てはまるとみられる。同地区などの中・上流域地区の住民がなんらかの

対策を講じなければ、2012年に発生した台風 12号時の降雨と同等かそれ以上の降雨があった場合に、下

流域で人命や財産にかかわる甚大な被害が生じる可能性を否定できない。 

このような可能性を低減していくには、中・上流域住民による減災活動が必要不可欠であろう。積極

的な減災対策を行う動機付けとして、中・上流域の住民と下流域の住民が顔の見える交流を行うべきだ

ろう。現在行われている下流域地区との交流は、地区の代表者が自地区の自主防災会の活動に関して近

況を確認することに留まっている。この交流の場以外で一般の住民もなんらかの形で交流活動に参加で

きるようにし、地区どうしの交流をさらに活発化させるべきだろう。交流が深まれば、中・上流域の住

民は、災害発生の際に下流域の住民のことを意識せざるを得なくなると思われる。下流域の住民は交流

が深まることで、水害対策の要望を中・上流域の住民に要望を頼みやすくなるだろう。流域住民が地区

内の防災訓練に留まらず、中・上流域の加古川市と下流域の高砂市が行政域を越えて、合同で防災訓練

を継続的に行うなどして、互いに心情を理解しあえるようにすべきではないだろうか。 

法華山谷川水系総合治水推進計画は、総合治水条例を順守し、流域市民にも水害対策に参画するよう

呼びかけている。また、中・上流域での減災対策が肝要であり、その対策がなければ水害に対処できな

いとしている。しかし、それは流域住民の適切な総合治水への協力があれば、法華山谷川流域における

水害被害を大幅に軽減することが可能であろう。言い換えると中・上流域の住民による治水対策の協力

があれば、下流域の水害被害が軽減できるということである。 

具体的には、総合治水条例の「県民相互及び他の行政機関との連携」に基づき、加古川市と高砂市が

合同となった催しを開き、啓発活動や防災訓練を行うのはどうだろうか。その催しにおける兵庫県や加

古川市、高砂市などの行政の役割は、中・上流域地区住民と下流域住民の間に立ち、住民間の認識のズ

レを解消することであると考える。中上流域と下流域の住民が交流して、より顔の見える関係となる場

をつくっていくことが必要である。大雨が降った際に、住民どうしがお互いを思いやる気持ちが生じる

きっかけを作るものと考える。総合治水を推進するうえで最優先すべきことは、やはり、県、流域市町、

県民が正確な情報を共有して、相互に理解し、目標に向けて連携を図ることしかないと言える。 

2011年に発生した台風 12 号では、加古川市において法華山谷川流域の洪水の影響で 1名の人命が失わ

れた。そもそも、日本は台風や集中豪雨などによる水害が多発する地域である。そして、日本では毎年

発生する台風で多くの人命が失われている。そのため、常に水害に対する備えや対策を考えておかなけ

ればならないといえる。しかし、時間の経過とともに住民の水害に対する記憶や意識は薄れていくもの

である。 

そうしたなかで、兵庫県では 2012年に総合治水条例が施行された。従来では兵庫県や流域市町などの

行政だけで行っていた水害対策に、一般の住民も参画することとなった。住民が水害対策に参画するこ

とで、災害に対する危機感を薄れさせないようにしているといえる。 

今後、法華山谷川水系総合治水推進計画が進行し、法華山谷川流域の水害対策が行われ、地区どうし

の防災のための交流が広がっていくことを期待したい。 
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１.４ 加古川市富木地区における農業の持続について考える 

 

食・農業班           

芝野 航・塚原あゆみ・仲嶋真司 

 

１．はじめに 

現在の日本国民の食生活においては、栄養の偏り、不規則な食事、肥満や生活習慣病の増加、過度の

ダイエットなどの問題に加え、新たな食の安全上の問題や、食の海外への依存の問題が生じており、食

に関する情報が社会に氾濫する中で、人々は、食生活の改善の面からも、食の安全の確保の面からも、

自ら食のあり方を学ぶことが求められている。また、現在日本人は海外の影響も受け豊かな食生活を営

んでおり、食に対する選択が増加した一方で、日本の食料自給率は約 40%と、先進国の中でも最低水準

にある（政府広報オンライン「食育の環」）。多くの食料を海外に依存しているということは、それだけ

日本人の食生活が海外の事情に左右されやすいということを意味している。食料自給率の控除のために

は、農業の持続・拡大が重要である。そこで、①旬のものを食べること、②地産地消に取り組むこと、

③米を中心としたバランスのとれた日本型食生活に取り組むこと、④食べ残しを減らすことの重要性が

指摘されている（内閣府食育推進室パンフレットによる）。これに照らすと、農業の継続には、食育と地

産地消は欠かせない大きな鍵であるといえる。 

日本の農業就業人口は、2010 年には 261 万人となり、2000 年と比べ 33％減少している。この減少の

要因は、新規就農者が伸び悩む中で、高齢化による離農のほか、小規模農家が集落営農組織に参加した

ことが主なものと考えられている。また、2010 年における農業就業人口については、その平均年齢が 65.8

歳となり、65 歳以上の割合が 6 割、75 歳以上の割合が 3 割になるなど、高齢化が進行している（農林水

産省 2015）。 

農業に新規参入する人がいなければ、農業は衰退していく一方になる。近年新規就農者は増加傾向に

あるとされるが、今後さらに若者の農業者を増やしていくためには、農家子弟のみならず、非農家出身

者の就農も促進していく必要がある（農林水産省 2015）。このため、技術指導面での支援のほか、新た

に農業を始めたい人への無利子資金の貸付け、農地や住宅の紹介、農業機械や施設等の取得にかかる初

期投資の負担軽減、研修等の支援が重要となってくるとされる。こうした具体的な対策を行なう一方で、

地域全体で今一度食育や地産地消を見直し、理解を深めていく事が重要であると考える。食育や地産地

消の重要性が広く意識され、地域で農業を行なうことが魅力と感じられるような雰囲気となれば、社会

の農業に対する見方が変わり、若者の農業に対する認識も変化していくのではないかと考える。 

2014 年度 3 回生矢嶋ゼミでは、都市近郊農村である兵庫県加古川市西神吉町鼎富木地区で、全戸を対

象とする聞き取り調査を行ない、その中では地産地消や加古川で農業を行なう意義についての認識など

についても尋ねた。鈴木・矢嶋（2013）によれば、富木地区は、富木営農組合による農業と、個人で行

う農業の 2 つの経営形態が見られ、主な栽培作物は米である。富木営農組合は、当時の営農組合長の、

自らの農地は自らで守るべきであるという考えのもと、1988 年に設立された。富木営農組合が地区内の

農地を委託してもらうことで農地の集約化を図るといった取り組みを行っているという。これにより個

人では困難な作業が可能となり、また、農業を引退した農家や土地持ちの非農家も、営農組合に農地を

委託することで、土地を農地として持続させていると考えられる。富木町内会によれば、聞き取り調査
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時の富木地区の世帯数は 60 戸で、農地を所有しかつ稲作をしている農家が 8 戸、農地を所有し稲作は行

なわず畑作を行なう農家が 6 戸、農地を所有し農作業を委託している農家が 16 戸、非農家が 30 戸とさ

れる。農業を身近に感じられる都市近郊農村に居住する住民であっても、農家、委託農家、非農家で、

農業に対する意識にはそれぞれ違いがあると思われる。 

そこで、本研究では、加古川市における食育と地産地消の推進が持つ意義と可能性について、聞き取

り結果をもとに明らかにすることを目的とする。最終的に、地域の農業の持続へとつながっていくため

の提案を行なうことを目標とする。 

この目的を達成するために、以下の手順で研究を進める。２節では、食育、地産地消とは何かを国の

見解や加古川市の直轄である JA 兵庫南に対する聞き取り結果から明らかにする。３節では、神戸学院大

学人文学部人文学科 3 回生矢嶋ゼミが、2014 年 9 月 14～16 日にかけて、加古川市西神吉町鼎富木地区

で行った聞き取り調査のうち、農業生産と食育・地産地消についての意識について尋ねた結果に基づい

て検討する。４節では、加古川市にとっての食育、地産地消の重要性を述べた後、加古川市の農業が地

域の人々に与えている影響について整理する。５節では、富木地区や加古川市に求められる農業のあり

方、課題を示し、加古川市で農業を続けていくことの意味や農業への新規参入へとつなげるための方策

についての若干の提案を行なう。 

 

２．食料自給率向上対策としての食育・地産地消 

（１）食育とは 

 食育とは、国民が健康な生活を送るために食品選択や安全性、表示の仕組み、さらには農業との関係

を学ぶことである。食育の目的は、生きる上での基本であって、知育・徳育・体育の基礎となるもので

あり、様々な経験を通じて食に関する知識と食を選択する力を習得し、健全な食生活を実践することが

できる人間を育てることである（内閣府ホームページ「食育基本法と食育推進計画」）。 

はじめにで述べた通り、日本の食生活は偏りが見られ、加えて国際化が進んでいるといわれている。

こうした食をめぐる環境の変化の中で、国民の食に対する理解を深め、健全な食生活を実現することは

非常に重要であるといえる。そこで、都市と農山漁村の共生・交流を進め、食に関する消費者と生産者

との信頼関係を築いていくことで、地域社会の活性化や豊かな食文化の継承及び発展、食料自給率の向

上を目指すことが期待されている。心身の健康を増進する健全な食生活を実践するためには、国民一人

一人が食について改めて意識を高め、自然の恩恵や食に関わる人々の様々な活動への感謝の気持ちや理

解を深めつつ、食に関して信頼できる情報を探し、選択する能力を身に付けなければならない。したが

って、家庭、学校、保育所、地域等を中心に、国民運動として、食育の推進に取り組んでいくことが内

閣府によって奨励されている（内閣府ホームページ「食育基本法と食育推進計画」）。 

食育を人々に推進し、農業に携わる体験を提供する活動に「食育活動」が挙げられる。食育活動とは、

地域の農業生産者自らが消費者とつながりを持ち、思いを共有することで、食文化の保存や農業理解を

深める活動であるとされる（JA 兵庫南 2014）。 

 現在、食育活動の推進は、全国 47 都道府県、1,245 の市町村で進められているとされ、地域によって

活動内容は異なっている（内閣府ホームページ「食育基本法と食育推進計画」）。しかし、地元の農産物

や畜産物、郷土料理を用いることは共通していることから、地域の特色が生かされているものと考えら

れる。食育活動を通して地域の人々が地元の農業に触れ、理解を深めることで、農業が自分たちの生活
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図 1 加古川市の特産品で

ある志方健やか米 

加古川市「食育推進計画

2015」より転載 

に身近なものであると認識することができるとされる。 

 

（２）加古川市が取り組んでいる食育活動 

加古川市の食育推進計画によると、加古川市では、「食を楽しみ みんなで育む 心豊かな人づくり」を

目標に掲げ、家庭や保育所、学校園、地域など様々な場所で食育の推進を目指している。 

家庭においては、バランスのとれた食生活を実践し、生活リズムを整え、楽しい食卓づくりを目指し

ているとされ、正しい食習慣や栄養に関する正しい知識について食育講座や料理教室を行うなどバラン

スの良い日本型食生活を推進しているとのことである。 

保育所、学校園では、年齢に応じた食育を推進し、給食参観・給食試食会の実施や、給食だよりなど

を通した保護者へのアプローチを図っているとのことで、保育所・学校園が積極的に食育活動に取り組

むことで、食育を家庭へつなげ、食育に関心のある保護者を増やすことができるとされる。また、保育

所・学校園における食に関する体験活動（栽培活動など）にも力を入れているとのことで、食に関する

指導実施状況調査によると、保育所（35 園）、幼稚園（20 園）、小学校（28 校）、養護学校（１校）の

全校園で体験活動を実施し、中学校（12 校）では、７校で体験活動を実施しているそうである。 

地域においても食育を推進していくために、地域で実施されている世代間交流の場などを活かし、地

域の食文化を継承し、育てる人の育成を図っているとされる。現状では、地域で様々な年代を対象とし

て食育活動を展開している、食生活改善推進員（加古川市いずみ会）の 2011年における会員数は 206 人、

活動回数は 792 回となっており、さらなる発展を目指しているとのこ

とである。その例としては、加古川市の代表的な特産品である、志方健

やか米を用いた活動などが挙げられる。 

食育を推進していくにあたって、加古川市としては、食育に関する情

報提供と、情報を得やすい環境を整備すること、市の広報やホームペー

ジ、農林漁業祭といった各種イベントを活用した普及啓発を行うなどの

課題と取り組みを掲げているとされる。しかし、市のホームページを閲

覧したところ、食育に関する内容は決して多いとはいえず、充分に力が

入っているとまではいえなかった。 

  

（３）JA兵庫南が取り組んでいる食育活動 

JA 兵庫南が取り組んでいる食育活動を知るために、2014 年 10 月 31

日に JA 兵庫南ふれあい広報部ふれあい広報課の担当者に、JA 兵庫南

が取り組んでいる食育活動について聞き取り調査を行った。それによる

と、JA 兵庫南として、食育活動を熱心に行っているという。次世代の若者に農業の魅力を伝えること、

農業を守る、といったことを使命としており、食育活動は地域活性化につながり、子供たちにも農業を

わかりやすく伝え、かつ実感させやすい体験として効果的であるとの話であった。また、小学校側から

食育活動を行ってほしいという要望が来ることもある。その例として、加古川市の上荘小学校では、ふ

ぁ～みんサポート東はりま 1)の協力のもと、家庭科の授業で地元の野菜を使ったご飯とみそ汁を調理する

といった活動が継続されている。 

加えて、2010 年から JA 兵庫南が補助金を出すようになり、食育活動が地域の人々にとってより身近



26 

 

 

写真 2・3 加古川市西神吉町鼎西脇でのジャガイモ植付の様子 

2015 年 2 月 15 日撮影 

 

なものに感じられることに貢献しつつある。これは、2010 年では食育活動に参加する団体は 17 であっ

たが、2013 年には 48 団体に増加したということからもわかる（マガジン版ふぁ～みん 2014、NO.180）。 

この補助金は、2010 年からの JA 兵庫南が運営する農産物直売所であるふぁ～みん SHOP におけるレ

ジ袋の有料化に伴い、その売上金などを地域に還元したもので、食農教育支援金という。これは JA 兵庫

南が地域で食農教育活動に取り組む団体の活動を助成する支援金として交付されている（マガジン版ふ

ぁ～みん 2014、NO.181）。 

この取り組みは、特産品の PR も兼ねていること、農家のボランティアが多いということが特徴である。

そして、ターゲットにしている年齢層が小学生から中学生の子どもであるということが最大の特徴であ

る。子どもが参加することで保護者も一緒に参加するケースが多いそうで、子どもたちと農業を通して

交流を図りたいと考えるベテラン農業者も多く参加している。このことから子どもは食育活動を広める

ネットワークの鍵になると考えられるという。 

2015 年 2 月 15 日に、加古川市西神吉町鼎西脇の西脇営農組合とふぁ～みん SHOP が連携して行なっ

ているオーナー制農園におけるジャガイモ植え付け体験に、食料・農業班も参加した。親子での参加が

多く見られ、幼稚園以下の子供も多数いた（写真 2・3）。営農組合長によると、全体の参加人数は 100

名を超えていたとのことである。 

JA 兵庫南の食育活動の中心となっているのが、ちゃぐりん 2)スクールという小学校 3～6 年生を対象

とした活動で、主に加古川市神吉地区の生産者や店の人と連帯して行っており、富木地区の農家も関わ

っている。 

ちゃぐりん

スクールは参

加者募集形式

で行われ、おお

まかな年間ス

ケジュールと

して、5 月には

ちゃぐりんス

クール入校式、

サトイモ植え

付け、バケツ稲

つくり、6 月にはジャガイモ収穫祭、カボチャ苗植え付け、田植え体験、7 月には夏休み工作教室、8 月

には親子料理教室、10 月には吊るし柿、稲刈り体験、釜戸で新米炊き上げ体験、11 月にはトウモロコシ、

ムラサキイモ収穫体験、12 月にはちゃぐりんスクール閉校式、手作りうどん体験、餅つき、サトイモ収

穫体験が行なわれる（マガジン版ふぁ～みん 2014．NO.180）。なお、活動内容は基本的に毎年同じで、

変更は少ないとのことである。 

また、このスクールは、参加対象の子供たちだけではなく、その保護者からも毎年好評であるとのこ

とで、リピーターも多いという。定員 30 名の募集枠に 50 名もの応募が寄せられたこともあるというこ

とから、保護者にとっては大変魅力的な活動と映っていて、保護者側が子供たちに食育を学ばせようと

考えていることがわかる。 
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写真 4 ふぁ～みん SHOP かんき店にお

ける農産物出荷者への聞き取り 

2014 年 10 月 31 日矢嶋巌撮影 

 食育活動に参加者を募るための広報活動は、①JA の職員による組合員への情報誌の手渡し、②店頭へ

のポスターの貼りだし、③JA 兵庫南ホームページサイトへの情報のアップ、といったように多様な手段

を用いているとのことである。 

 しかし、担当者によると、JA 兵庫南の食育活動を地域のより多くの人に PR するには、上記の方法で

は十分ではないため、神戸新聞などのマスコミに食育活動の様子を取材に来てもらいたいという。食育

活動を地域に広めることで、地元の農業の活性化につながると期待してのことである。 

以上のように、JA 兵庫南は、食育活動を通して地元の農家に今後の食料自給率の上昇を促す役割も担

おうとしていると考えられる。 

 

（４）農産物直売所ふぁ～みん SHOPへの農産物の出荷  

 ふぁ～みん SHOP とは JA 兵庫南が運営する農産物直売

所で、加古川市に２店舗、高砂市、稲美町、明石市、播磨

町に各１店舗ずつある。それぞれの店の地元で生産された

季節の生鮮野菜や切り花、米、農産物加工品、地元の特産

品を中心に販売されており、品揃えの豊富さと鮮度の良さ

をモットーにしている。農家だけではなく、一般で農業を

行っている方も野菜を出荷できることが最大の魅力である。 

2014 年 10 月 31 日の早朝に、加古川市東神吉町のふぁ～

みん SHOP かんきへ野菜を出荷している方のうちの 8 名

（うち2名は30代男性、6名は高齢者の男性4名女性2名）

に聞き取りを行った。それによると、農業を仕事として考えるときつい、あるいは、趣味や生きがいと

して自分の作ったものを買って貰えるのがうれしい、といった回答が得られた。 

 聞き取りを行った方の中には、元々農業には興味がなく、一般の民間企業に勤めていたが、定年した

後に農業をやってみたいと思ったことがきっかけとなって始めたという人が 4 名いた。また、農業を始

めた理由としては、①生きがいになる、②農業には定年がない、③コミュニケーションや交流、④自分

のつくった野菜を自分だけではなく、人に食べてもらうことが喜びや達成感につながる、⑤売り上げや

収穫量などの目標を持った生活を送ることができる、などといった回答が得られた。聞き取りの対象者

がいずれも高齢であることから、農業を行うこと自体が生きがいにつながるのではないかと推測される。 

 

（５）地産地消とは実際どういうものか 

 地産地消は、地域で生産された産品を地域の消費者が購入し消費することで地域の生産を刺激し、当

該の生産者や企業を経済的に潤すばかりではなく、その生産者や企業に原料、資材などを供給している

関連業者・企業・産業にも経済的な波及効果を及ぼす。これらの生産者や企業がこうして得た収入によ

って地域の産品やサービスが購入されることを通して、あるいは収入の一部を蓄積し再投資に回すこと

によって、地域の資金循環、地域経済循環を活発にし、地域を活性化させる手段の一つとなる（伊東 2012）。 

 また、伊東（2012）によると、地産地消の地理的範囲は、研究者によって広狭さまざまであるとされ

る。具体的には、地産地消の範囲は、農産物流通の実態に即して地域流通の範囲までと考えるのが妥当

と述べる研究者もいれば、消費者が生産の現場を見学でき、生産者が小売や消費者を確認できる範囲で
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あり、都道府県内とするのが妥当と述べる研究者もいるという。そのため、地産地消という言葉は使用

する人によってエリア設定が異なるのが実情であるとされる。なお、伊東は、経済活動を共有する県外

の隣接市町村を含め、おおむね都道府県域程度の範囲を地産地消のエリアと考えている。 

 以上から、地産地消の明確な範囲は定められていないということがわかる。そこで、農業班の調査フ

ィールドである加古川市は、どこまでのエリアを地産地消と考えているのかを明らかにするため、2014

年 11 月 11 日に加古川市役所農林水産課振興係の担当者に電話で聞き取りを行った。これによると、加

古川市で行う事業は市を単位とすることが定められていることから、加古川市内の農水産物をパンフレ

ットや市のホームページで PR するにあたっての地産地消の空間的範囲は、市域に限っているという。加

古川市の市域は比較的広いものの、加古川市が考える地産地消の空間的範囲については、生産地域が加

古川市に属しているなら地産地消の範囲と見なされるのである。なお、加古川市の農産物の中心は米で、

市域における野菜の生産量が市民の需要を満たすことは考えにくく、野菜の地産地消の完全な実現は難

しいと考える。 

 

（６）スーパーマーケットの商品から見た地産地消 

スーパーマーケットが農産物と畜産物の地産地消をどう意識しているのかについて確認するため、

2014 年 10 月 31 日に、加古川市の隣町ではあるが、稲美町国岡のマルアイ稲美店、稲美町国岡の A コー

プフーディーズいなみ、そして、加古川市のわくわく広場ニッケパークタウン加古川店の売り場を視察

した。 

マルアイは、1953 年に創業した、兵庫県加古川市に本社を置く食料品スーパーマーケットである。明

石、加古川、姫路などの播磨地域や神戸に 56 店舗を展開している。A コープは、昭和 40 年代から展開

した JA グループのスーパーマーケットで、国産の生鮮野菜や精肉を中心に販売している。地域消費者を

組合員とする COOP（生協）とは、生産者団体（JA グループ）が運営する店舗として農に基盤を置くと

いう点で異なっている。わくわく広場は、千葉県千葉市美浜区のタカヨシ店を本店とし、地元の農家が

育てた農産物を、卸売業者などを通さず、直接消費者のもとへ届ける農産物直売スーパーマーケットで

ある。また、「新鮮・安心・低価格」な産直品をコンセプトとしている（各社のホームページによる）。 

実際の店舗の様子は、マルアイ稲美店は、近隣に駐車場の広い商業施設が多く見られ、また、周辺に

住宅が比較的多くみられる町の中心部に出店している。店内では、小松菜や水菜、チンゲン菜などの葉

菜類は兵庫県産のものが多く見られた。しかし「兵庫県産」と示しているだけで、地域名は表示されて

いなかった。魚や肉は外国産のものが多く見られた。 

A コープフーディーズいなみは、町の中心部から若干離れた、周囲に住宅や建物が比較的少ない地域

に出店されている。販売されている商品は比較的国産の食材を多く取り入れているものの、兵庫県産の

農産物はキャベツや水菜、小松菜などの葉菜類のみであった。魚や肉は、前述のマルアイと比較すると

国産のものが多く見られ、主に北海道産や愛知県産、静岡県産など、関東地方の産地が目立っていた。 

わくわく広場ニッケパークタウン加古川店は、JR 加古川駅から徒歩 7 分のところに位置するニッケパ

ークタウンという大型ショッピングモール内に出店している。加古川や明石を中心に地元で収穫された

生鮮食品を売りにしているものの、キャベツやレタスといった軟弱野菜に限られていた。また、野菜の

栽培を契約している農家は兵庫県内だけにとどまらず、他県にも及んでいる。店長に聞き取りを行った

ところ、加古川市は米の生産が中心であり、加古川産の野菜の特産物はほとんどなく、キャベツやレタ
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表 3 今後の食育活動への参加の意思 

 したいと思う

（件） 

したいと思わない

（件） 

農家 8 4 

委託農家 4 10 

 

表 2 「食育」の浸透度 

 知っている（件） 知らない（件） 

農家 9 3 

委託農家 10 4 

非農家 21 3 

 

表 1 農家世帯・非農家世帯の割合 

カテゴリ 件数 割合（％） 

農家世帯 12 22.7 

委託農家世帯 17 32.0 

非農家世帯 24 45.3 

合計 53 100.0 

 

スなども一部の農家でしか作られていないとのことである。わくわく広場の売りは全国から取り寄せた

調味料や加工食品であり、これらが店の大半を占めている。したがって、集客を図るために、わくわく

広場は地元で収穫された生鮮食品も扱っていることを宣伝していると考えられる。 

 

３．富木地区で行った調査結果からみた住民の農業に対する意識 

2014年9月14・15日にかけて、富木地区の53世帯に対して、面接方式で聞き取り調査を行った。ここ

では質問項目のうち特に食と農業の回答結果について検討する。 

 

（１）農家世帯・非農家世帯の割合      

まず、表 1 の通り、農家世帯・非農家世帯の割合は、富木地

区では農家が半数以上を占めている。 

 

（２）食育の浸透度                      

食育という言葉がどれだけ知られているかを尋ねた。表 2 に

示されるように、農家（委託農家）、非農家に関わら

ず、多くの世帯が食育という言葉を知っていた。 

 

（３）これまで行った食育活動  

農家世帯、委託農家世帯に、これまでどのような

食育活動を行ったかについて尋ねた結果、農家世帯、

委託農家世帯によって活動内容の方向性に違いがみ

られた。 

具体的には、農家世帯では、独自に食育活動を展開するというよりは、地産地消についての勉強会や

料理教室、東播磨生活創造センター「かこむ」や米を食べる会、カイボリの手伝いに参加するといった、

団体が主催している食育活動に参加するなど、どちらかといえば受け身型のものが大半を占めていた。

しかし、家で子どもに手作りのおいしさを教えているといったように、家庭で手軽に行える活動も、少

数ながら挙げられていた。 

一方、委託農家世帯では、弁当作りの食育イベントや地域の料理教室に参加して調理方法を学び家庭

での食生活に気を遣ったり、子どもに食バランスのことを教えたりするといった、家庭に着目した実践

的な食育活動を行っている傾向があった。 

 

（４）今後、どのような食育活動に参加するか 

 今後、食育活動に参加するかについて尋ねた結

果、農家世帯の方は参加したいとの回答が約 7

割と多かったが、委託農家世帯では約 3 割に留

まった（表 3）。食育に関する意識については、

農家世帯と委託農家世帯で大きな差があること

がわかる。 
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（５）食育のあり方について 

 食育のあり方について農家世帯、委託農家世帯、非農家世帯に考えを尋ねた結果、意見はさまざまで

あったが、いずれも普段の生活に関係する考え方であるという共通点が見出せた。 

 農家世帯からは、手作りのものを食べること、栄養バランスを考えること、教育に取り入れてほしい

といった普段の食生活に目を向けたものから、地産地消を意識してほしいといった、農家世帯ならでは

の意見も見られた。 

 委託農家世帯からは、若者に対して手作りのものを食べることや栄養バランスを考えてほしいなど、

普段の食生活に目を向けた意見がみられた。しかし、農家世帯や非農家世帯と比較すると、わからない、

といった意見が多く見られ、食育に関心を有していない世帯が多いように感じられた。 

 非農家世帯からは、食育は教育と絡めるべきであること、加工食品は利用しないこと、添加物を減ら

すこと、家族そろって食事をとること、安心・安全・新鮮な食事を心がけたいといった普段の食生活を

意識した意見もあれば、農家の人のことも考えて残さないようにするといった農家に目を向けた意見も

見られた。 

 農家世帯や委託農家世帯と比較すると、非農家世帯の方が普段の食生活や調理時において食育を心が

けていることを示す意見が多く見られた。 

 

（６）加古川で農業が行われている意味 

 加古川で農業が行われていることの意味について尋ねた。その結果、農家世帯からは明確な理由が多

くみられた。具体的には、先祖から受け継いできたものを守るため、農業仲間のコミュニティを弱体化

させないためといった農業の持続に関する意見や、地産地消につながる、とする前向きな意見が 6 件も

見られた。しかし、特別なものをつくっていないため意味はない、といった否定的な意見もわずかなが

ら見られた。 

 委託農家世帯からは、昔からある自然をなくさないため、昔から続けてきたから、といった持続に関

する意見があった。また、地産地消がよい、副業として生活費をまかなえるというような前向きな意見

も見られた。しかし、意味はないと思う、考えたことがない、といった後ろ向きの意見がおおよそ半数

占めていた。 

 非農家世帯からは、昔から続けてきたため、地産地消を意識しているといった意見があったほか、加

古川だけではなく日本中で農業を推進しなければならないといった意欲的な意見も見られたものの、お

金儲けのために仕方がないといった後ろ向きの意見があった。わからない、考えたこともないとする意

見が過半数を占めた。 

 委託農家世帯や非農家世帯と比較して、少なくとも農家世帯の多くは加古川で農業を行うことに意味

を見出せているといえる。 

 

（７）農業を続ける理由  



31 

 

表 4 非農家世帯の農作業経験 

カテゴリ 件数 割合(%) 

ある 15 62.5 

なし 9 37.5 

合計 24 100.0 

 

表 6 ふぁ～みん SHOPのメリット 

カテゴリ 件 

新鮮である 14 

安い 9 

安心感がある 7 

作っている人の顔がわかる 4 

地産地消 3 

暇つぶしになる 1 

 

表 5 非農家世帯のふぁ～みん

SHOP利用経験 

カテゴリ 件数 割合(%) 

利用したこ

とがある 

21 87.5 

利用したこ

とがない 

3 12.5 

合計 24 100.0 

 

 農家世帯・委託農家世帯を対象に、農業を続ける理由について具

体的に尋ねた。これによると、代々伝わってきたものを伝えていく

ため、田んぼは地元の人々には必要で大切だから、昔から続けてき

たため、休耕するのはもったいないからなどといった、農業を続け

なければならないという意思が感じられる意見が多く見られた。ま

た、健康のため、趣味・好きだから、自分の食べる分を作るためと

いった、自分自身のためであることも理由としてあげられていた。 

 

（８）非農家世帯の農作業の経験 

 非農家世帯に農作業の経験があるかについて尋ねたところ、表 4 に示されるように、6 割以上が農作業

の経験があることがわかる。 

 

（９）ふぁ～みん SHOPの利用状況 

 非農家世帯にふぁ～みん SHOP を利用したことがあるか尋ねた

ところ、表 5 に示されるように、約 9 割の世帯がふぁ～みん SHOP

を利用しており、積極的に利用しているものと思われる。 

 

（１０）ふぁ～みん SHOPのメリット 

非農家世帯にふぁ～みん SHOP で野菜を購入することのメリッ

トについて具体的に尋ねた。表 6に示したように、新鮮であること、

スーパーマーケット等に比べて安い、安心感がある、といった意見

が多かった。 

 

（１１）地産地消についての意識 

非農家世帯に地産地消をどれくらい意識しているかについて

尋ねた。意識している人が 45.8％、意識していない人が 54.2％

となった。意識している人に具体的に実行していることや心が

けていることについて尋ねると、自給自足をしている、ふぁ～

みん SHOP などで地元のものを買うようにしている、兵庫県産

のものを選ぶようにしている、という回答を得られた。 

自ら作ることで地産地消を実行している人もいれば、前述の

通り地元加古川の農産物が中心であるふぁ～みん SHOP で買

い物をすることで実行しているという人もいる。このことから、人によって地産地消の実行の仕方につ

いての考え方が異なることや、地産地消の空間的範囲の認識が異なるといえる。 

 

４．考察 

ここでは、以上から明らかになった、地産地消や食育についての加古川市や JA 兵庫南による広報や

JA による取り組み、都市近郊農村である富木地区の住民の意識に基づいて、考察を加える。 
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加古川市は、農林漁業祭といったイベントの開催等を行っているが、現状の加古川市のホームページ

では、食育に関する広報は充分に力が入れられているとはいえず、また、食育に関する内容は簡単には

見つけづらい。また、食育に関心がある人にとっても、加古川市の取り組みについての情報を集めやす

いとはいえず、加古川市民で食育に関心のない人には目に入りにくい状態になってしまっていると考え

られる。 

一方、JA 兵庫南による食育活動について検討すると、その活動は多彩で活発であるといえる。JA 兵

庫南では、次世代に農業を引き継いでもらいたいという思いから、主に小学生を対象とした世代間交流

を図る食育活動であるちゃぐりんスクールが実施されている。これは、1 年単位の学校形式に近い食育活

動であり、単発的な参加形式ではなく、1 年を通して活動を行えるという点で、季節ごとの農産物に触れ

られるという利点があり、高い価値があると思われる。この活動では、保護者や地域の高齢者も巻き込

んで活動を行うことができるという点で、幅広い年代の方と交流を図ることができる機会になる非常に

有意義な活動といえる。加古川の住民に加古川市の特産物を知ってもらうことで、食育活動の認知度の

向上効果が得られると共に、新しい特産物を地域住民で生み出すきっかけを与えることができるという

メリットも考えられる。しかし、ちゃぐりんスクールは参加できる人数に制限があることや、対象が小

学生に限られていることから、効果は限定的であると言わざるをえない。より多くの人に農業の魅力に

ついて知ってもらえるような取り組みが必要であると思われる。 

富木地区のように、高齢者の割合が比較的高く、子どもの人口が非常に少ない地域では、こうした取

り組みは容易ではない。富木地区における聞き取り結果からは、農家、委託農家、非農家によって、食

育のあり方や地産地消の捉え方や、農業に対する意識や考え方に違いが見受けられ、農業とのかかわり

の違いにより、食育や農業に対しての視点が異なることが明らかになった。とくに、農業の持続に対し

ての意識に違いがあるように思われた。 

農業を職業として考えると、その土地の風土に合った農作物であれば自分で作りたい農作物を自分で

決めることができるといった選択の自由さや、自分の農作物を人に食べてもらえるといったような、他

の職業にはない魅力があることが、富木地区における聞き取り調査から明らかになった。その一方で、

天候面や体力面などが関係して、思うようにならない大変さがあるということもわかった。長年農業に

携わっている方からも、農業はやりがいはあるが決して楽なものではないという意見が挙がったように、

農業には厳しい現実があることも事実である。 

加古川で農業の新規参入を促すにあたって、加古川での地産地消は、外せないキーワードであるとい

える。そして、農業に携わらない一般住民によって、地元加古川で農業が行われていることの重要性が

見出せるようになっていくことが大切である。地産地消の活動が展開されていくことで、地域の農業生

産者が消費者と何らかのつながりを持ち、地域の一般住民たちと思いを共有し、互いに農業に対する理

解を深めることができる。加古川市に住む人たちが、加古川での地産地消を意識して、自然に地産地消

の空間的範囲としての加古川産の農産物を共通認識として持てるようになっていくことが大切であると

思われる。地産地消によって地域の農業の存在の重要性が一般住民によって見出されるようになれば、

これまでの農業に対するマイナスイメージは変わっていくものと考えられる。 

 

５．おわりに 

本研究では、加古川市における食育、地産地消の重要性を明らかにすることで、農業の新規参入につ
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なげ、地域の農業を持続させていくことを目的に、食育、地産地消について検討してきた。また、富木

地区における聞き取りから農業とのかかわり方の違いによる会議や農業のあり方に対する意識の違いに

ついて検討した。その結果、この地域における農業が行われていくことの重要性を見出すことができた。 

一般的には、農業に対して、面倒くさい、つらいと言ったイメージを持つ人が少なくはない。そこで、

こういった人たちに農業の魅力を理解してもらい、意識を変えていくことが今後の課題になると考えた。

ただし、加古川の農産物は米が中心であるため、それ以外の農産物についても、今以上に積極的に地産

地消を展開していく必要性を感じる。 

加古川市において若い人を勇気づけて農業の新規参入につなげていくためには、米以外の農産物の積

極的な生産と PR について検討していくことが課題であると思われる。 

それに当たっては、加古川市が広報やホームページの更新にさらに力を入れ、加古川市民が地域の農

業や食に関する情報を得やすい環境を整えることが必要である。それによって、農業体験や、自分で収

穫した農作物を使った料理教室などに参加する人も増え、普段食育に興味のない人も関心を持つのでは

ないかと考える。食育活動の魅力を地域の人に伝え、加古川市民一人一人が食育の意義や必要性を理解

し、実践できるようになることが今後の課題となるといえる。 

とくに、市による広報については、加古川市内を走るバスなど目に見える場所に、地産地消や農産物

についてのポスターを掲示したり、加古川市ホームページのトップページで広報を継続的に行ったりす

るなど、広報を工夫することで、市民の関心を得られるのではないかと考える。これにより農家をも勇

気づけることができるのではないかと考える 

より多くの人に農業の魅力について知ってもらう機会を増やすために、JA 兵庫南による食育推進の取

り組みでは、ターゲットとする年齢層を幅広くしたり、年代別の取り組みを行ったりすることが考えら

れる。食育活動は子どもをターゲットにしているものが多いように見られるが、農業を次世代に伝えて

いくにあたっては、大人たちが楽しんで農業を行っている姿を子どもたちに示していくべきではないか

と考える。大人が子どもたちに、農業は大変だ、重労働だといったマイナスのイメージを植え付けてし

まうと、子どもたちから農業を体験してみたいといった感情が失われてしまう恐れがある。農業＝大変

で苦痛な作業であるといった考えからいったん離れて、農業を行うことで自分にどういったメリットが

得られるのかといったことを、大人と子どもが一緒に考えていくことが大切ではないかと思われる。 

ただし、高齢者が多い地域では、体力面から食育活動を積極的に行うことは難しいと考えられた。子

どもから高齢者まで一緒に体験できることを目的とする活動では、少しでも高齢者の負担を抑えること

を考慮したり、年代ごとに取り組みやすい活動を考えたりすることで、年齢に関係なく、無理なく食育

活動を体験できるようにする必要がある。 

新規就農者の増加へつなげる足がかりとして、ふぁ～みん SHOP が有する可能性について指摘したい。

農業に携わったことがない人の関心を引き出し、新規参入へとつなげていくにあたっての一つの方策と

して、職業として農業を捉えるのではなく、農業の中から日常においての楽しみや趣味を見出すことを

持ちかけてみるのはどうだろうか。例として、家庭菜園やベランダ菜園といった個人で手軽に野菜をつ

くる作業でも、農業は体験できることであろう。本格的な農業のように土地や農具を必要とするもので

はなくとも、自分でつくった野菜を自分で消費するといった自給自足など食育にもつながる経験をする

ことができる。そして、本研究で重点を置いている食育活動も楽しんで農業を経験できるといった点で

重要な役割を果たすと考えられる。このように、農業を「本格的なもの」と捉えて構えてしまうのでは
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なく、農業を楽しんで始められることから取り組んでいくことを推奨していけばよいのではないかと考

えられる。その際、JA 兵庫南のふぁ～みん SHOP の存在とその農産物販売スタイルは、これらを推進す

るための大きな支えとなる。 

食育を推進するにあたっての意識について、農家世帯と委託農家世帯で大きな差が見られることも課

題の一つと考えられる。現在の富木地区においては、一部の農家が小学校での釜戸での新米炊き上げ体

験を実施しているが、それとは別に富木地区の住民が一体となって行えるような新たな活動を作り出せ

ないだろうか。今回の研究から、非農家であっても食育や地産地消に強い関心を持つ世帯があることが

明らかになっており、その人たちの意見をいかに取り入れていくかが新しい食育活動を生み出す鍵にな

るといえる。例えば、町内会に新たな食育活動を提案できるような役職を設置し、食育に関心を持つ人

が積極的に活躍できる場を設けるなどの取り組みをしていくことで、今後、富木地区で食育活動が活発

化する可能性が生まれるものと考える。なお、この実現のためには、農家世帯と委託農家世帯の意識の

差の改善を図る必要もあると思われる。 

そこで、一度、地域で農業に触れる機会が少ない人や、あまり関心がないという人も集めて「地元の

農業のあり方」について議論してみてはどうかと考える。意識や考えを地域全体で一致させるのは困難

であるが、地元でどのような農業を理想とするかについて地域で認識を同じにしていくことが重要だと

考える。 

以上から、次世代に農業を伝えていくには、若い年代にいかに農業の魅力を伝えられるかが重要にな

ってくるのではないかという結論に至った。その農業の魅力を伝える方法として、食育活動が重要であ

るといえる。地域における食育活動の重要性を今一度地域で話し合うことで、その地域に見合った活動

内容や、課題が見えてくるのではないかと考えられる。加古川市に住む人々の「楽しい」といった気持

ちをひき出す食育活動をみんなで考え、作り出していくことが、次世代に農業の魅力を伝えていく大き

な鍵となるのではないだろうか。これにより、加古川市におけるさらなる食育の推進、ひいては農業の

持続につながるのではないかと考える。 

 

＜注＞ 

1) ふぁ～みんサポート東はりまとは、2007 年 7 月に加古川市の協力を得て、耕作放棄田解消や農業後継

者育成を目的として設立された農業法人で、農畜産物の生産・加工・販売、農地の管理、農作業の受託、

水稲・野菜の育苗、植栽の管理、新規就農者・既在農家の育成・研修などを行う（JA 兵庫南 2014）。 

2) 「ちゃぐりん」とは、英語の Child（子ども）、Agriculture(農業)、Green（みどり・自然）を合成し

た造語で、1964 年に JA（農協）グループである家の光協会が全国の農家の子ども向け月刊誌として創

刊された雑誌のことである（家の光 2014）。  
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１.５ 富木地区の住民の買い物の現状の問題点と対策について考える 

 

商業班             

佐伯健太郎・松山誠・山村知輝 

 

１．はじめに 

 

1960年代以降、日本では急速にモータリゼーションが進展した。日本での 1970年の自動車保有世帯は

約 30％であった。しかし、1980年代には60％台、1990年にはほぼ 80％となった（山下2001、 pp.157-158）。

計算によれば、2010 年には、総世帯数に対しての自動車保有世帯数が、111.4％3)となっており、計算上

では、ほとんどの世帯が自家用車を所有する時代になった。 

 このようなモータリゼーションの進展により、日本では特に人口増加の著しい郊外でロードサイド型

の店舗や大規模なショッピングセンターなどの商業施設が増加したとされる（山下 2001、p.158）。 

 この問題に加え、モータリゼーションの進展に伴って公共交通機関が縮小した地域では、公共交通機

関が再度整備されないままで、住民は自動車で移動せざるを得ない状態が続いていくと考えられる。そ

の場合、高齢者が自家用車を運転する頻度は高くなると思われる。高齢者ドライバーは一般ドライバー

に比べて運転中の認知・判断・操作が劣っているとされ、自動車を運転する際の交通事故のリスクが増

大すると考えられている。こうした状況を踏まえて、高齢者に運転免許証の返納を求める政策も各地で

進んでいる。この先、自動車を運転できない高齢者が増加することが見込まれるが、それは自動車での

移動が生活に欠かせない高齢者にとっては移動手段を失うことを意味する。 

日本では、生鮮食料品店が徒歩移動圏内に存在しない地区が、いたる所に存在しているとみられ、こ

うした地域の住民の買い物先への移動手段は自動車が中心となっていると考えられる。自動車での移動

が中心の地域では住民の高齢化による高齢者の増加と、それによる免許返納により、自動車という手段

を失い、買い物が困難となってしまう。 

 運転免許証の返納によって移動手段を失ってしまった高齢者は、買い物に行くことが困難となると見

られ、買い物弱者や買い物難民といった問題に該当すると考えられる。岩間（2010、p.6）によれば、買

い物弱者や買い物難民とは、中心商店街の空洞化などにより最寄りの買い物先を失い、長距離移動をせ

ざるを得なくなったお年寄りたちを意味する造語で、2010年 5月 14日には、経済産業省の審議会「地域

生活インフラを支える流通のあり方研究会」が、買い物弱者は全国で推定 600 万人に達すると報告した

とされる。このように、この問題は現代の日本における重大な問題となっている。そして、自動車がな

いと生活が困難となってしまう住民が、将来高齢になり自動車を運転できなくなった時に、住民の買い

物はどうなるのだろうか。 

 以上を踏まえ、本研究では都市郊外地域の農村であり、住民の高齢化が進む地区として、兵庫県加古

川市西神吉町鼎の富木地区を取り上げ、同地区における買い物の現状と将来に対する不安などを住民か

ら聞き取り、住民の高齢化に伴う買い物に関する問題点を明らかにし、解決策について考えることを目

的とする。 

上記の研究目標を達成するため、以下の手順で分析を進める。２節では、富木地区の買い物の現状に

ついて明らかにしたうえで、経済産業省が挙げる買い物弱者対策の成功事例の一部を示す。３節では、
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図 1 富木地区住民がおもに利用する商業施設 

出典：国土地理院 2万 5000分の 1 地形図「加古川」（2007

年更新）を縮小し加筆 

  

神戸学院大学人文学部人文学科の 3 回生矢嶋ゼミが富木地区で行った聞き取り調査結果に基づいて、富

木地区における買い物に現状や将来への不安などについて述べる。以上をふまえて４節で考察を試みる。 

 

２．富木地区の現状と経済産業省の挙げる成功事例 

 

（１）加古川市西神吉町富木地区における買い物の現状 

富木地区では高齢化が進んでおり、住民の年齢層は増加の一途をたどっているとされる。現在、自家

用車を運転できている世帯であっても、将来には自家用車を運転できるとはいえない。その対策の一つ

として、加古川市ではコミュニティタクシ

ーである「かこタクシー」を運行し、人口

集中地区以外で、公共交通が近くにない地

域を運行している（加古川市ホームページ

「加古川市コミュニティタクシー『かこタ

クシー』について」）。だが、2012 年には

利用者の少なさから、日曜日・祝日の運行

廃止と、平日の運行ダイヤ見直しと減便が

実施された（『平成 24年度第 1回加古川市

地域公共交通会議議事録加古川市地域公

共交通会議』）。 

富木地区の鼎交差点を基準として、ここ

から距離が近い商業施設をリストアップ

し、商業班の聞き取り項目の選択肢に列挙

し、各施設までの距離と所要時間を、自動

車と徒歩の別で掲載した（表 1）。Google 

Mapによると、これらのうち、最も距離が

遠い商業施設は 5.1Kmで、最短距離の商業

施設は、A 店を除くと、1.4Km であった。

なお、A店は富木地区から最も近い生鮮食

料品店であるが、今回の聞き取り調査の結果、少なくとも調査時点において富木地区住民で同店を利用

している世帯はいなかった。 

表 1に示した通り、A店を除けば、1km圏内に生鮮食品を購入できる店舗は存在しない。志方町に店舗

を構える銀ビルストアーは、富木地区から最も近い場所に店舗がある。鼎交差点からは 1.1ｋmの距離が

あり、自動車での移動で約 3分だが、歩いて移動すると約 16分かかるとされる。荷物が増えた買い物の

後に、これほどの距離を歩くことは、高齢者にとっては現実的に困難である。しかも、炎天下や降雨時

はなおさらのことである。 

 

（２）買い物弱者対策の事例 

経済産業省の『買い物弱者応援マニュアル（第１版）「買い物弱者を支えていくために～20の事例と 7
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表 1 富木地区周辺の商業施設と鼎交差点からの距離と所要時間 

  

 

自動車を使用した場合 徒歩の場合 

距離(km) 所要時間(分) 距離(km) 所要時間(分) 

A 店 0.3 1 0.3 5 

セブンイレブン加古川西神吉店 1.0 2 1.0 12 

銀ビルストアー志方店 1.1 2 1.1 14 

パルプラザ 1.4 3 1.4 18 

アルカドラッグ加古川西店 1.9 4 1.9 23 

ふぁ～みん SHOP かんき 2.1 4 1.9 23 

コープこうべ神吉店（店舗） 2.4 5 2.1 26 

マックスバリュ宝殿店 2.9 8 2.9 35 

ジョーシンイオンタウン加古川店 4.1 10 4.1 50 

マックスバリュ加古川西店 4.1 10 4.1 50 

注 距離と所要時間は Google Maps に基づく。 

つ の 工 夫 

ver.1.0～」』

に基づいて、

買い物弱者対

策支援の成功

事例を示す。

これによれば、

「身近な場所

にお店を作る」

「家から出か

けやすくする」

「家まで商品

を届ける」の 3

つの方法が提

示されている。

また、それ以外の事例も取り上げる。 

まず、「身近な場所にお店を作る」については、地区に根ざした小規模な商業施設を作るというもので

ある。具体例として、熊本県荒尾市の中心市街地で取り組まれている「中央青空企画」が示されている。

この企画では、商店主らが企業組合を立ち上げ、徒歩圏内の高齢者をターゲットとしたミニスーパーマ

ーケットを開設した。 

 得られた結果としては、歩いてくる高齢者向けに生鮮品などを揃えていることが特徴で、対象商圏は

150 世帯ながら、1日の売上額が10 万円を達成した。また、顧客にとってレジでの会話もコミュニケー

ションの機会となっており、買い物の楽しみのひとつになっている。 

 この成功にはいくつかの工夫があったとされる。まず、食品などの品ぞろえを豊富にすると同時に、

近隣農家による野菜の産直販売を実施することである。それに加えて売上の85%は出荷者に、15%はミニ

スーパーマーケットの人件費等に充当する。これにより、地域の農家と共存していくことができ、なお

かつ地産地消という点でも良い効果をもたらしたと考えられる。次に、初期投資を抑制したことが挙げ

られる。これは、空き店舗を安く借りるなどして、運営費を収益の範囲内で賄うことや、開店時は自分

たちの手で改修し設備を中古品で揃えることなどにより実現した。 

2番目の「家から出かけやすくする」という対策では、具体例として、広島県呉市警固屋地区で行われ

ている「お出かけバス」が挙げられている。お出かけバスは、地元 NPO法人やまちづくり協議会が主体

となって運行協議会を発足し、協賛企業などを呼び込んで運営している。実際の運行などは、地元タク

シー会社などに委託している。 

 バスの運行経路は、地区中心のスーパー、病院、住宅地などを巡回する路線とし、なおかつ乗り降り

する場所を基本的に自由にすることで、利用者に配慮することができる形を取っている。道幅が狭い場

所などでも入ることができるように、ワゴンタイプのタクシーを活用している。 

運行費用には、乗客からの運賃、行政からの助成金、地元企業の車内広告費のほか、地域住民からの

賛助金などが充てられていて、地域コミュニティの協力も支えになっている。 
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表 3 米の購入先への

移動手段 

移動手段 回答数 

自動車 30 

自転車 5 

宅配 4 

その他 5 

未回答 9 

 

表 2 生鮮食品の購入

先への移動手段 

移動手段 回答数 

自動車 40 

自転車 4 

その他 7 

未回答 2 

 

3番目の「家まで商品を届ける」という対策については、さいたまコープが行っている宅配サービスに

おける「地域ステーション」という取り組みが紹介されている。これは、地域の団地集会所や商店に協

力を求め、宅配注文の受け取り場所とし、利用者が都合の良い時間に受け取ることを可能にしたサービ

スである。従来のサービスでは、あらかじめ指定された時刻に利用者が在宅して受け取る必要があり、

共働きの家庭などでは不便であった。 

この取り組みのもう一つの利点は、受け取りの際に商店を訪れることがきっかけとなり、協力店の来

店客数の増加につながることや、受け取りの際のついで買いなどが発生し、商店の売上が向上するとい

う点である。 

富木地区の北に位置する加古川市志方町志方に位置する食品スーパーのパルプラザでは、近隣に限っ

て宅配サービスを行っている。聞き取りによれば、常連客の高齢者による利用が多いという。 

そのほかの対策として考えられことは、コンビニエンスストアの活用である。近年ではコンビニエン

スストアが、住宅街などの住民が自宅から歩ける場所に店を出す動きが見られる。2012 年には、秋田県

にセブンイレブンが初めて 3 店舗を出店した。秋田県の 2011 年の 65 歳以上の高齢化率は 29.7％となっ

ており、全国一の高齢県である。その状況下でセブンイレブンも、住宅街などに近い場所に店を出した。

これは高齢者の来店を意識しているためである。同県の調査では、高齢世帯の買い物先として最も多い

のは、大型専門店や量販店だった。コンビニエンスストアは 8 位と高齢者にはなじみが薄い。それに対

して同店はお年寄り向けに野菜や総菜を充実させ、酒の消費の多い同県の土地柄に合わせて地酒も置い

た。地元産品を使った商品も置き、将来的には食事の宅配サービスにも乗り出す方針である（朝日新聞

2012年 6月 4日朝刊記事）。 

 

３．富木地区住民の現在の買い物と将来の買い物に対する意識の不安 

 

神戸学院大学人文学部 3 回生矢嶋ゼミでは、富木地区の全世帯に対して、

2014 年 9 月 14・15 日に、面接聞き取り方式での調査を実施した。ここでは、

質問項目のうち買い物に関する聞き取り結果に基づいて説明する。 

 

（１）買い物先への移動手段 

 生鮮食品と米の購入先までの移動手段について尋ねたところ、買い物の際

の移動手段として自家用車を利用している世帯が、生鮮食品では表 2 に示さ

れるように 4 分の 3 の世帯、米では表 3 に示されるように半分以上の世帯と

なった。このことから、富木地区の住民の買い物では自動車への依存度が高く、

この地区で生活するには自動車が欠かせないことを示しているといえる。 

 

（２）買い物先の利用頻度 

 富木地区から約 5km 以内の距離にある商業施設を選択肢欄に挙げ、生鮮食

品と米の購入利用頻度が高い 3 店舗を頻度順に尋ねた。その結果に基づいて、

利用頻度の高いものから順に、3pt、2pt、1pt と点数を付けて合算し、表 4・

5 に示した。 
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表 4 生鮮食品の購入先比率 

購入先  （％） 

銀ビルストア志方店 41ｐｔ 17 

マックスバリュ加古川西店 34ｐｔ 15 

コープこうべ神吉店（店舗） 33ｐｔ 14 

コープこうべ神吉店（宅配） 24ｐｔ 10 

マックスバリュ宝殿店 23ｐｔ 10 

ふぁ～みんショップ 14ｐｔ 6 

その他の選択肢 4ｐｔ 2 

その他の遠い店舗 62ｐｔ 26 

 

表 5 米の購入先比率 

購入先  （％） 

親戚・友人 30ｐｔ 19 

自家調達 21ｐｔ 13 

コープこうべ神吉店（店舗） 19ｐｔ 12 

マックスバリュ加古川西店 19ｐｔ 12 

コープこうべ神吉店（宅配） 16ｐｔ 8 

マックスバリュ宝殿店 8ｐｔ 5 

その他の選択肢 7ｐｔ 5 

その他の遠い店舗 42ｐｔ 26 

 

表 4 は、このうち生鮮食品の購入先として利用頻度の高い商業施設を示したものである。生鮮食品の

購入先としておもに利用されているのは、順に銀ビルストアー志方店（17%）、マックスバリュ加古川西

店（15％）、コープこうべ神吉店（店舗）（14％）となっている。また、その他の遠い店舗（26％）とい

う数字も目立っている。 

表 5 は、米の購入先として利用頻度の高い商業施設を示したものである。米の購入先としては、利用

されているのは、順に親戚や知人からの購入（19％）、自家調達（13％）、コープこうべ神吉店（店舗）

（12％）、マックスバリュ加古川西店（12％）であった。だが、こちらでもその他の遠い店舗（26％）を

挙げた住民が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生鮮食料品について、富木地区から 5km を超える位置にある「その他の遠い店舗」を利用すると回答

した世帯が 62 ポイントに達したことは、遠方の商業施設を利用している住民が少なくないことを示して

いる。具体的に挙げられた施設には、食料品スーパーマーケットである業務スーパー高砂店や百貨店で

あるヤマトヤシキ加古川店などがあった。業務スーパー高砂店への距離は 6km で自動車での移動時間時

間は 14 分である。また、ヤマトヤシキ加古川店への距離は 7.4km で、自動車での移動時間は 15 分と、

表 1 に示した店舗より遠方に立地する。 

また、高齢者世帯（65 歳以上の世帯、53 世帯中の 31 世帯）に絞って検討すると、米と生鮮食品の双

方で、高齢者世帯である 31 世帯中 10 世帯がコープこうべの宅配を利用していたことも注目すべきであ

ろう。コープこうべによる宅配サービスが大きな存在感を持っていることがわかる。これは、富木地区

で将来的に増えるケースであろうと考えられる。  

 

（３）コンビニエンスストアの利用について 

コンビニエンスストアの利用について尋ねた。まず、コンビニエンスストアで食品や日用品を購入す

る世帯は、53 世帯中 36 世帯であった。また、食品や日用品の購入以外の目的で利用する世帯は、53 世

帯中 35 世帯であった。食品や日用品の購入以外の目的での利用とは、銀行 ATM、公共料金支払い、コ

ピー、宅配便受け取り、郵便物の投函などである。コンビニエンスストアで食品や日用品を購入しない

方の中で、食品や日用品の購入以外の目的で利用するのは、9世帯であり、富木地区の住民にとってコン

ビニエンスストアは、地区に存在しない郵便局や銀行などの代わりや、配達に関係するサービスを受け

ることができる施設となっていることがわかる。 
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（４）将来の買い物に対する不安 

将来の買い物に対する不安について尋ねたところ、将来的に自動車を運転できなくなった時の不安を

訴える回答が多数みられた。歩いて買い物にいける範囲に商業施設がない現状で、自動車を運転できな

くなることが、富木地区の住民にとって大きな不安要素となっている。 

これに対して、将来的にはコープこうべの宅配サービスを利用する、という回答もあった。だが、コ

ープこうべの宅配については、品ぞろえが限られていること、一週間分をまとめて購入しなければなら

ないこと、痛みやすい食材は買えないこと、写真だけでは品質や量が分からないことなどのデメリット

があるという回答もあった。 

コープこうべによる宅配サービスは、富木地区で生活していく上で欠かせないものとなっている。ま

た、富木地区の買い物の将来を考えると、セーフティネットとなると考えられる。しかし、現時点のサ

ービス内容は、住民にとって十分なものであるとまではいえない。 

  

４．考察 

 

３節から富木地区における買い物の現状と将来への不安が明らかになった。特に買い物時の交通手段

や宅配サービスがこの問題の解決の鍵になると思われる。以下においては、買い物先を確保する手段と

して、２節で挙げた成功事例に照らし合わせて、富木地区でどのような解決策が可能なのかを考察する。 

富木地区では、住民の高齢化が進んでおり住民の年齢層は上昇の一途をたどっている。その中で住民

の買い物先への移動手段として最も選ばれているのが自動車であった。住民にとって生活に必要な商品

が揃う店舗が徒歩移動圏内にないため、自動車で買い物に行く住民が多い。 

この先、自家用車に乗ることができなくなるということを不安要素として挙げる方もいた。その場合

はコープこうべの宅配サービスを利用するという意見もあった。将来、自動車を運転できない高齢者が

増えていくと、近隣の店舗でなければ、食材の購入が困難となってくるであろう。富木地区から最も近

い A 店を利用する住民は今回の調査では見られなかった。また、富木地区の住民が利用する最も近いス

ーパーマーケットは、銀ビルストアー志方店であったが、高齢者が徒歩で移動には困難な距離であると

考えられる。こうした状況から、将来的には自動車を運転できない高齢者が、コープこうべの宅配サー

ビスを利用する、という選択肢を選ばざるを得ないのかもしれない。３節（４）に記したように、富木

地区住民が考えるコープこうべの宅配のデメリットは、同組合の宅配サービスにおける運営方針による

ことであるため、ここでは課題として示すのみとする。 

２節（２）に示した『買い物弱者支援マニュアル』にある三つの対策のうち、「身近な場所にお店を作

る」という対策では、地域と共存していく「中央青空企画」が挙げられていた。だが、この対策は、比

較的人口密度が高い中心市街地で徒歩圏内に住む高齢の地域住民が新たな店舗を利用するという前提の

上で成り立っている。現在富木地区の住民の多くが自動車を運転できる状況から、現実的に自動車を利

用して遠方の店舗に行く可能性が高い上に、人口密度が比較的低いと市近郊地域では、充分な集客は見

込めない。このことから、富木地区においてこの対策を検討することは現実的ではないと考えられる。 

また、「家から出かけやすくする」という対策では、広島県呉市警固屋地区で実際に行われている「お

出かけバス」の運行が挙げられていたが、これは行政に頼ってバスを運行するのではなく、地区の住民

自らが組織するまちづくり協議会として参画し、バスの住民にとってより利便性の高い運行を、実施し
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ている。だが、鼎交差点を通る南北の県道を民間のバスが運行していることや、加古川市におけるかこ

タクシーの縮小状況を見る限り、この対策の実施は現実的ではないと思われる。 

一方、「家まで商品を届ける」という対策で挙げられた、さいたまコープが行っている「地域ステーシ

ョン」の取り組みは、地域の商店との共存も期待できるものであった。富木地区では、現在コープこう

べによる宅配がグループまたは個人単位で利用されているが、地域ステーションのような方法では行わ

れていない。さいたまコープが行なっている手法の導入については検討の余地がある。 

コンビニエンスストアについては、充実したサービスで富木地区に存在しない郵便局や銀行などの代

わりとして機能しており、生鮮食品の品揃えからスーパーの代わりともなっていることから、富木地区

の住民にとって便利な存在となっている。ただし、フランチャイズチェーンであるコンビニエンススト

アは、経営的に利益が確保できない状況となった場合には撤退する可能性もあり、コンビニエンススト

アばかりに頼ることは危険である。 

 

５．おわりに 

 

 本研究では、生鮮食料品の買い物が困難になっている地域が日本の至る所に存在するようになってき

ていることを念頭に、経済産業省が挙げた買い物弱者対策の成功例や加古川で行なわれている方策を踏

まえたうえで、都市近郊農村で住民の高齢化が進む兵庫県加古川市西神吉町鼎の富木地区における買い

物の現状と将来的な不安について明らかにした。 

富木地区の住民の買い物の現状については、住民の買い物先への移動は自動車に依存していることが

明らかになった。将来の不安については、住民の大多数が自動車を運転できなくなった時が不安である

という事が明らかになった。 

 将来富木地区の多くの住民が自動車を運転できなくなった場合、住民がこの地区で生活していくため

には、週 1 回のコープこうべの宅配に依存せざるを得ない状態となることであろう。こうした状態は、

地区の住民にとっては決して望ましい状態とは言えないだろう。やはり徒歩圏内に食料品を直接選んで

購入できる店舗が存在することが望ましいのではないだろうか。 

一つの提案を行ないたい。さいたまコープの取り組みのように、コープこうべが A店と協力し、A店が

地域ステーションのような存在になれば、富木地区のみならず、近隣の重要な存在になり得るかもしれ

ない。コープこうべは、受け取り時間の関係で宅配サービスを利用しない世帯を組合員に取り込むこと

が期待できる。また、A店には、荷物を取りに来た住民によるついで買いなどが期待できる。パルプラザ

の取り組みのように、近くの人に対して宅配をするようなサービスを積極的に展開するのも一つのあり

方であろう。実際、A店では昔ながらの配達をおこなっている。 

いずれにせよ、買い物の問題の解決のためには、住民自身が置かれている状況を共通して認識するこ

とが大切である。将来も富木地区に住民が住み続けるためには、歩いて行ける範囲に買い物先があると

いうことは大切な要素である。住民自身が、小売業者や行政とともに、地域持続のための商業のあり方

について真剣に考えることが必要となってくるであろう。 

 本研究では、A店、コープこうべの各店や行政に聞き取り調査を行っておらず、上記の提案はあくまで

素案に過ぎない。現実的に検討していくためには、本課題に焦点を当てて住民に対してより深い内容の

聞き取り調査を行う必要がある上に、それらを認識した地域住民の代表が、A店やコープこうべなどの小
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売業者や行政とともに話し合いを行なっていく必要がある。今回の記載はここまでにとどめる。 

富木地区の買い物の状況は、全国の都市近郊農村のみならず、至る所で起こっているものと推測され

る。高齢化と人口減少により商業が衰退しつつある地域にとっては同様の課題があるだろう。将来にわ

たって地域を持続させる上で重要な要素となる商業のあり方について、更なる研究が行われる必要があ

る。 

 

＜注＞ 

3) 総務省統計局ホームページ、財団法人自動車検査登録情報協会ホームページ掲載データより算出した。 
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１.６ バリアフリーから考える富木地区の公共交通機関と道路環境 

 

バリアフリー班           

石田優輝・嘉手納 優・兼松和幹 

 

１．はじめに 

 

日本の 65 歳以上の高齢者人口は 3,186 万人で、総人口に占める割合は 25.0％となり、人口、割合共に

過去最高となった（2013 年 9 月 15 日現在推計、総務省統計局ホームページによる）。高齢者が住み慣れ

た土地で今まで通り生活するためには、バリアフリー化が必要であると考える。バリアフリーとは高齢

者、障害者などが社会生活していくなかで物理的、社会的、制度的、心理的及び情報面で障害を取り除

くという考え方である（加古川市ホームページ「第 9 次加古川市交通安全計画」）。 

バリアフリー化ができる対象は様々であるが、本報告はバリアフリーのなかでも、公共交通機関整備

や道の整備を含む、交通のバリアフリーに注目した。日本の運転免許保有者は約 8,186 万人で、このう

ち 65 歳以上の高齢者の割合は 18.7％となっている（2013 年末現在、警察庁交通局運転免許課ホームペ

ージ「運転免許統計平成 25 年版」）。公共交通機関が不便な地域で自動車を利用している人の場合、車の

運転ができなくなると移動手段が制約されてしまう。また、高齢になると体の衰えによって車の運転に

支障が出るうえに、徒歩での移動にも支障が生じる人もいる。自動車交通が前提となっている地域では、

住民の高齢化の進展に対して、公共交通機関整備が必要となる。また、高齢で足が不自由になった人が

不便を感じないように、徒歩移動の対策として、道路整備がさらに必要となるだろう。今後、高齢者割

合が高まると、バリアフリーに関心を示す人が増えるかもしれない。 

2014 年度 3 回生矢嶋ゼミでは、加古川市西神吉町鼎富木地区において、「富木地区の将来にわたる持

続のための研究調査」と題して、全世帯に対する聞き取り調査を行った。それにあたって、バリアフリ

ー班では、公共交通機関や道路環境のバリアフリーに注目をした研究を行うこととした。 

富木地区は、宝殿駅から 5km ほど離れた、高齢者が多く住む都市近郊農村である。2013 年 10 月 1 日

現在の加古川市住民基本台帳による加古川市の総人口は 271,689 人で、そのうち 65 歳以上の高齢者人口

は 61,594 人を占める。高齢者割合は 22.7％であり、上述の全国の傾向と大きな差はみられない。それに

対して、富木地区が含まれる西神吉町鼎地区の場合、人口 704 人に対して高齢者人口は 235 人で、高齢

者割合は 33.4％と、加古川市全体と比べて高い（2013 年 10 月 1 日現在の住民基本台帳による、加古川

市ホームページ「平成 25 年度版加古川市統計書(web 版)」）。富木地区の道路は、主に県道 515 号線と生

活道路が分布し、歩道がない場所が多い。 

そこで、バリアフリーの見地から、富木地区の公共交通機関や道路についての住民の認識について聞

き取り調査から明らかにする。そのうえで、住民から指摘された富木地区における公共交通機関や道路

の現状について実地的に検証を行い、これらから考察したのち、課題を示す。これにより、富木地区が

10 年、20 年後も安心して暮らしていける地区になっていくことに少しでもつながることを目標とする。 

本報告は以下の手順で進める。まず、2 節では、富木地区の公共交通機関と道路の現状を確認する。3

節では、富木地区住民の富木地区と周辺における交通のバリアフリーについての認識を取り上げる。4 節

では、富木地区とその周辺における公共交通機関と道路の実状と問題点について検証する。5 節では、交
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表 1 神姫バス西脇バス停留所時刻表（宝殿駅方面） 

 

出典：神姫バスホームページ掲載時刻表（2015 年 3 月 1 日改正）より作成 

 

表 2 神姫バス西脇バス停留所時刻表（西牧方面） 

 

出典：神姫バスホームページ掲載時刻表（2015 年 3 月 1 日改正）より作成 

 

 

図 1 富木公民館から最も近い公共交通機関の停留所 

注 点線部の道のりは約 865m 

出典 国土地理院「地理院地図」（2014 年 10 月 21 日取得）をもとにバリアフリー班

が加筆して作成 

 

 

通の実情と問題点について考察する。6 節では、結論として、富木地区で今後も安心して暮らしていくた

めに、何が必要であるかについて述べる。 

 

２．バリアフリーからみた加古川市西神吉町富木地区における公共交通機関と道路の現状 

 

公共交通機

関や道路の状

況について確

認する。富木地

区の住民が利

用可能な公共

交通機関とし

ては、神姫バス

やかこタクシ

ーが挙げられ

る。個人で利用

する移動手段

としては、自家

用車や自転車の利用が挙げられる。 

 

（１）住民の主な移動手段 

聞き取り調査によると、第５章でも述べたとおり、富木地区住民の買い物における主な移動手段は自

家用車が最も多く、次いで自転車があげられた。しかし、高齢化の進展により、将来的にはこれらの移

動手段を利

用すること

が難しくな

る高齢者が

多くなると

考えられる。 

 

（２）神姫バ

スを利用す

る場合 

富 木 地 区

の近くを通

る神姫バス

の路線は 55

系統加古川
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駅～加古川

西市民病院

～宝殿駅北

口～西牧で、

もっとも近

い停留所は

西神吉町鼎

西脇の西脇

である。富木

地区の中心

付近に位置

している富

木公民館か

ら西脇バス

停までの道

のりは、約

210m であ

る（図 1）。

バス停には

ベンチや屋

根などの設備はなく、高齢者にとって不便である。 

表 1 によると、宝殿駅方面の運行本数は平日 11 本、土日祝日 9 本である。表 2 によると、西牧方面の

運行本数は平日 10 本、土日祝日 9 本である。 

将来富木地区の住民の高齢化が進むと、自家用車利用が困難になり、神姫バスを利用して買い物や病

院へ出かける人が増える可能性がある。そこで、加古川市立の加古川西市民病院、富木地区の最寄り駅

である宝殿駅、加古川市役所や百貨店の最寄り駅となる加古川駅までの公共交通機関の利便性について

検討する。 

まず、富木地区から近い神姫バス西脇停留所から宝殿駅北口までは所要時間 7 分、運賃 250 円である。

また、加古川西市民病院までの所要時間は 9 分で、運賃は同じく 250 円である。加古川駅までバスで行

く場合は、所要時間 22 分、運賃 410 円であり、宝殿駅で電車に乗り換えて加古川駅までいく場合には、

最短で所要時間が 13 分、運賃は 440 円となる。表 1 に示されるように、神姫バスは日中の運行本数が少

なく、時間の融通が利かないため、利用者にとっては不便な状況となっている。実際に数回乗車したが、

利用者は少ない印象を持った。路線バスの運行については加古川市により補助が行われ、移動手段の維

持確保がなされている（加古川市議会会議録検索システムによる）。 

 

（３）かこタクシーを利用する場合 

図 1 を見てのとおり、神姫バスとかこタクシーの停留所の位置からみて、富木地区住民が利用しやす

い公共交通機関は、かこタクシーよりも神姫バスであろう。しかし、運行本数はかこタクシーの方が多

表 3 かこタクシー時刻表 

 

注 2012 年 11 月 5 日改正。 

出典 加古川市ホームページ「かこタクシー時刻表」より転載 
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写真 1 歩道のない県道 

2014 年 10 月 24 日撮影 

 

写真 2 横断勾配がつけられた路地裏

の道 

2014 年 10 月 24 日撮影 

い（表 3）。 

かこタクシーの宝殿駅方面の運行本数は、平日 14 本、

土曜日 8 本で、日曜日や祝日は運行されない。運賃は、横

大路南バス停（加古川市志方町）から宝殿駅北口、加古川

西市民病院までが、ともに 200 円である。ただし、富木公

民館から「横大路南」までは距離が 865m ある（Google Map

による）。かこタクシーでは、12～18 時と 20 時以降の運

行間隔が 90 分以上あり、神姫バスの運行頻度と比べれば

多いが、決して便利とはいえない状況である。かこタクシ

ーは毎年 2 万人の方が利用しているとされるが、目標に届

かないため、運賃、ルート、便数、ダイヤなどの見直しを

行うとされる（加古川市ホームページ「平成 26 年度第 2 回加古川市地域公共交通会議議事概要」）。 

 

（４）道路の現状 

 富木地区の道路の現状として、2 車線の県道と 2 車線の市

道が鼎交差点で交差しており、集落内の路地には、車 1 台が

通るのがやっとの幅の狭い道や、車が通行できない細い道が

ある。県道と市道も道路幅が狭く、歩道はほとんどない（写

真 1）。また、路側帯が狭い道、横断勾配のある道（写真 2）、

凹凸のある道など、高齢者が徒歩で通行したり、車いす使用

者が通行したりするには困難な道が多いと言える。 

 

３．富木地区住民による地区と周辺における交通のバリアフ

リーについての認識 

 

神戸学院大学人文学部 3回生矢嶋ゼミでは、富木地区の全世帯に対して、2014年 9月 14・15日に、面接

聞き取り方式での調査を実施した。ここでは、質問項目のうちバリアフリーに関する聞き取り結果に基

づいて説明する。 

 

（１）将来の買い物に関する聞き取り結果から見た富木地区住民の交通への不安 

聞き取りの結果では、買い物に対する将来の不安として車や自転車などの交通手段が利用しづらくな

るのではないかという回答が多かった。また、富木地区をよりよくするために今後どのような取り組み

を行っていくかについては、バスの便数を増やして総合病院や商業施設などに、すみやかに移動できる

ような公共交通機関を整備してほしいなどの要望があり、住民が将来の移動手段に対する不安を持って

いるということがうかがえる。 

 

（２）富木地区の道路の現状 

自宅や富木地区における足の不自由な方や車いす利用者に不便な場所（以下、不便な場所）の認識や



47 

 

改善点について質問した。 

聞き取りでは、坂道が大変、

道路が狭いなど、通行の際の

不便を訴える回答があった。

一方で、足の不自由な方など

に不便な場所が富木地区に

あると感じる人は少なかっ

た。 

表 4 によると、不便な場所

が自宅にあると答えた世帯

のうち、不便な場所が富木地区にあると答えた世帯数と、富木

地区にないと答えた世帯数に大きな違いはみられなかった。不

便な場所が自宅にあることは、富木地区における不便な場所の

とらえ方にあまり影響しないとみられる。 

不便な場所が富木地区にあると答えた世帯は、富木地区にな

いと答える世帯より少なかった理由には、現在健康であるため

に将来の不自由を考える機会があまりないことも、一因として

考えられる。不安であると回答した世帯についても、不安はあ

るものの、問題に直面したときの具体的対策を挙げた人は少な

かった。 

不便な場所が富木地区にあると答えた世帯の回答の内訳は表

5 に示したとおりである。富木地区の不便な場所として、階段

を取り上げる人が少なかった理由として、富木地区には急傾斜

地がほとんどないことが要因と考えられる。 

 

４．富木地区と周辺における公共交通機関利用と道路の実状と

問題点 

 

（１）富木地区住民が公共交通機関を利用する際の問題点 

富木地区における聞き取り調査結果には、将来自分で車を運転できなくなったときが不安であるとい

う回答や、神姫バスは富木地区の最寄りの公共交通機関である神姫バスの運行本数が少ないなどの意見

がみられた。今後、高齢になって自家用車を運転できなくなった場合の移動手段として、一般的には、

高齢者をはじめ誰もが利用しやすい市民交通システムであるコミュニティバスやコミュニティタクシー

などの導入などが考えられると思われる。加古川市では「かこタクシー」と呼ばれるコミュニティタク

シーが既に導入されている。これを利用することにより、富木地区住民の交通の不便を改善することが

できないかについて検討する。 

①神姫バスを利用する場合 

富木公民館から神姫バス西脇停留所までの道のりには、歩道がなく、とくに県道 515 号線は路側帯の

表 5 富木地区で、足の不自由な方

や車いす利用者に不便と考えられ

る場所 

富木地区の不便な場所 回答数 

坂道 4 

道の舗装 4 

道の狭さ 4 

道の整備 3 

溝にふたがない、溝 2 

蓮池の周り 1 

寺 1 

田んぼのあぜ道 1 

子どもが歩くとき危険 1 

交通の便が悪い 1 

階段 1 

注：表 4 の「不便な場所が富木地区

にある」（22 世帯）の回答内訳。 

表 4 足の不自由な方や車いす利用者に不便と考えられる場所に関す

る富木地区住民の認識（世帯） 

 

不便な場所が富

木地区にある 

不便な場所が富

木地区にない 
計 

不便な場所が自宅にある 17 16 33 

不便な場所が自宅にない 5 12 17 

計 22 28 50 

注：回答を得られた 53 世帯のうち、富木地区の不便な場所がわからな

いとする 3 世帯の回答を除く。 
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幅も狭い状況であった。このように、足の不自由な方が西脇バス停に行くまでに危険な箇所がある。 

②かこタクシーを利用する場合 

 図 1 の点線部で示した、かこタクシーの停留所「横大路南」と富木公民館を結ぶ道のりはおよそ 865m

あり、1 分で 80m 歩行するものとして、信号待ちなどの待機時間を除くと、徒歩で約 11 分かかる計算と

なる。高齢者が徒歩で横大路南へ向かう場合は体力面で負担を強いられる距離である。また、富木公民

館から横大路南停留所までの道のりには、歩道がなく、路側帯もない道路であった。富木地区住民がか

こタクシーの停留所「横大路南」を利用することは容易なことではない。 

2014 年 10 月 24 日に、かこタクシーの運転手に聞き取りを行なったところ、乗客から支払われる運賃

収入では、かこタクシーを運営することはできないという状況だという。また、利用者が最も多い時間

帯は、高齢者の方が病院に行くときや、サラリーマンの方が通勤に使うときなど、朝の時間帯が多いと

いうことが明らかになった。 

 

（２）富木地区周辺における道が狭くなる場所 

バリアフリー班では、富木地区周辺における交通機関や道の整備の現状に注目して追加調査をおこな

った。このうち、車いすによる調査は、2014 年 10 月 24 日に富木地区周辺の交差点や路側帯、道路脇で

危険と思われる場所を主に車いすに乗って通行し、その様子を観察して写真撮影、地図に各不便な場所

や危険箇所の分布を記録する手法で行った。この車いすを使った調査の目的は、富木地区内で高齢者や

障害者の視点を車いすに乗って疑似体験し、交通の妨げとなるものがどこに分布するかを明らかにする

ことである。

手を放すと車

いすが進んで

しまう方向で

傾斜の傾き方

を、車いすの

幅で路側帯の

狭さを、車い

すの振動で道

の凹凸を確認

した。実際に

現地を通行し

て道を観察す

ることによっ

て、矢嶋ゼミ

が富木地区で

実施した聞き

取りでは分からなかった、何気なく見過ごされてしまう問題点に気づくことができた。 

図 2 は、富木地区から最も近いバス停である県道 515 号線の神姫バス西脇停留所を中心に、富木地区

周辺で徒歩移動する際に注意が必要な場所を示したものである。注意点は、具体的には、a.道路の凹凸、

図 2 富木地区周辺のおもな不便な場所や危険箇所の位置 

出典：「地理院地図」（国土地理院 2015 年 2 月 27 日取得）をもとに加筆 

http://maps.gsi.go.jp/#15/34.809522/134.819970 
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写真 6 路側帯中央の反射板 

付きのポール 

2014 年 10 月 24 日撮影 

 

写真 7 路側帯を狭める電柱 

2014 年 10 月 24 日撮影 

b.歩行の際に道が狭くなる場所、c.道に傾斜がある場所とした。各地点について、現地で危険性を確認し

た結果を次に記す。 

a.道路の凹凸 

道路の凹凸は車いす使用者の通行に悪影響をもたらすとされる。車いすが歩道を走行する際には、舗

装路面や路面の凹凸などから受ける振動が車いす使用者に不快感をもたらすだけではなく、疲労や慢性

の腰痛や頸痛、さらにはヘルニアや脊椎の変性などの 2 次障害をもたらす危険性がある（橋詰ほか 2008、

p.58）。2014 年 10 月 24 日にバリアフリー班として、車いすを使用して、富木地区周辺で凹凸のある道

を試験的に通行した際にも、円滑に通行することが困難だった。 

次に高齢

者のつまず

きやすさの

点について

検討する。

一般的に高

齢者は足の

爪先が上が

らないので、

つまずきやすいといわれている（津田 2002、pp.9-11）。たとえば、タ

イルとタイルの隙間と排水溝の蓋（写真 3）や砂利（写真 4）、アスフ

ァルト継ぎ目の割れ（写真 5）が該当し、高齢者が転倒しやすい危険

な道が富木地区住民の身近なところに存在しているということがわか

る。これは、手押し車など車輪の小さい歩行補助具を使う場合にも悪

影響をもたらすことだろう。とくに、写真 5 のように道路の損傷が発

生している場合は、至急の修繕が必要と思われる。 

b.歩行の際に狭くなる場所 

車いすの通行に必要な有効幅員は 1.0ｍ以上である（国土技術研究セ

ンター2001、p.55)。富木地区周辺では、路側帯の幅は 1.0ｍもなく、

車いすが路側帯からはみ出てしまう場所もあった。また歩道がなく路

側帯しかない場所や、路側帯を示す白線すらない場所もあり、車いす

での通行が危険な箇所が富木地区周辺で見受けられた。 

富木地区周辺では、障害物により道が狭くなっていて、車いすの通

行者が安全に通行することが困難になっている道路が、県道 515 号線

の鼎交差点付近にみられた。写真 6 のように、ポールが路側帯を車い

すで通行する際に障害となったのである。兵庫県加古川土木事務所に

対する電話での聞き取り（2014 年 11 月 21 日実施）によると、脱輪防

止や路上駐車対策、歩行者の存在をわかりやすくさせるなどの理由か

ら、反射板付きのポールが設置された可能性があるとのことであった。車いすに乗り通行してみたが、

このポールをよける際に車と接触するのではないかという不安を感じた。 

 

写真 3 目地や排水溝の蓋 

2014 年 10 月 24 日撮影 

 

写真 4 道路脇の砂利 

2014 年 10 月 24 日撮影 

 

写真 5 道路の割れ目 

2014 年 10 月 24 日撮影 



50 

 

 

写真 8 左方向に横断勾配が

つけられている道 

2014 年 10 月 24 日撮影 

写真 7 は、電柱があるために路側帯が狭くなっている場所であり、通行量が多い道路であるため、危

険性が高い。 

 

（３）横断勾配がつけられている道 

歩道のない車道において、歩行者は路肩を通行しなければならない。

写真 8 は、道路に横断勾配と呼ばれる傾斜がつけられている場所であ

る。路側帯を通行する際は、路肩が左側に傾いていることから、重心

が左にとられ直進しづらく、常に左腕を動かし続ける状態になるため

左腕に負担がかかった。 

なぜ車いす利用者にとって不便な道路の横断勾配が生じるのか。こ

の原因として、道路の雨水排出の仕組みや道路補修の工法がおもにあ

げられる。 

道路の横断勾配は雨水排出の機能がある。道路構造令に記されてい

る車道部の路肩の横断勾配は、路面排水に問題がない場合は横断勾配を付さない、または縮小すること

ができるが、舗装道は 1.5～2％の横断勾配を付けることが原則であるとされる（国土交通省ホームペー

ジ「道路構造令・標識令：道路構造令の各規定の解説」）。車道の路肩の横断勾配は足の不自由な方など

の通行に不便な傾斜である。道路に降った雨水を排出する仕組みが足の不自由な方の歩行を妨げる要因

となるため、バリアフリーの観点からは問題であり、道路の横断勾配を緩やかにする工夫が必要である。 

 

５．考察 

 

ここでは、聞き取り調査結果から明らかになった、バリアフリーの見地からの公共交通機関や道路環

境に対する富木地区の住民の認識と、それに基づいて行った実地調査の結果から、富木地区におけるバ

リアフリーの点からの公共交通機関や道路の状況について考察する。 

富木地区は高齢者の割合が比較的高い地域である。第 5 章において記されているとおり、聞き取り調

査から、富木地区の住民が買い物をする場合、自動車が主な移動手段であることが明らかになっている。

将来、さらなる高齢化が進んで、多くの住民が自動車を運転することが困難になった場合には、移動手

段として、神姫バスやかこタクシーなどの公共交通機関が重要な存在になると思われる。聞き取り結果

から、バスの便数を増やして総合病院や商業施設などに、すみやかに移動できるように整備してほしい

との要望があり、将来の移動手段に対する不安を持っている住民がいることが明らかになった。 

それらを利用するためには、停留所までの道路のバリアフリー化が重要となる。富木地区周辺では、

県道や市道において、道路に凹凸がある場所や、歩行の際に道が狭くなる場所、横断勾配のために道路

に傾斜がある場所があり、とくに車いすを使用した場合に、通行が困難な場所がみられた。 

なお、神姫バスの西脇停留所は、富木地区から比較的近いとはいえ、そこに至るまでの道が狭くて路

側帯の通行には危険が伴い、横断勾配もあり、道路のバリアフリーという点で不十分であった。また、

便数が少ないため時間に融通が利かないことや、バス停に屋根やベンチがないなど、設備も不十分であ

った。 

一方、かこタクシーについても、便数が少ないことに加えて、富木地区から停留所までの距離が遠く、
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富木地区の住民には利用しづらい。また、富木地区から停留所までの道は歩道がなく街灯が少ないうえ

に、道幅が狭く、若干の勾配もあるということが明らかになった。 

以上から、高齢化が進展していく将来に向けて、神姫バスやかこタクシーをより利用しやすくするた

めの整備が必要である。それに加え、バス停までの道路や富木地区内の道路について、バリアフリーの

点からの改善が不可欠であるといえる。 

 

６．おわりに 

 

 高齢化が進む日本において、公共交通機関が不便な地域で自動車を利用している住民が、車の運転が

できなくなると移動手段が制約されてしまうことから、公共交通機関の整備とその前提となる道路環境

のバリアフリー化が必要である。本研究では、都市近郊農村で住民の高齢化が進む兵庫県加古川市西神

吉町鼎の富木地区において、公共交通機関や道路環境のバリアフリーに関して、聞き取り調査に基づき

住民の意識を探ったうえで、公共交通機関と道路環境の実状についてフィールドワークから明らかにし

た。その結果、富木地区周辺の公共交通機関については、利用しやすい状況となっていないことや、道

路のバリアフリー化が十分ではない事が明らかになった。 

こうした状況を解決するのは簡単なことではないが、富木地区の住民が認識を共有していくことによ

り、解決策を見いだせるかもしれない。将来の富木地区の状況を想像して、住民同士で将来の交通手段

の問題について考え、住民の中で少しでも現状について認識を共有することが必要なのではないだろう

か。そのためには、こうした話題を話し合う機会を設け、将来富木地区で生活していくためには公共交

通機関の整備や道路のバリアフリー化が必要であるということを地域全体で認識したうえで、行政へ要

望として伝えていかなければならないと考える。 

そのためには、まず住民が共通の問題意識を持つことから始めなければならない。この問題は、富木

地区や近隣の地区だけの問題ではなく、公共交通機関が不便な都市近郊農村に共通する問題であるとお

もわれる。住民、市町村、都道府県、交通事業者が一体となり、将来を見越して真剣に検討する必要が

ある。  
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１.７ ペットが地域住民の生活にもたらす可能性 

 

   生物班ペット担当         

鵜島 悟      

 

１．はじめに 

 

 近年、ペットが人間に与える影響について、様々な研究が行われている。ペットからもたらされる癒

しによって得られる身体機能の回復や、ペットによる人同士のコミュニケーションの促進などが指摘さ

れている。その反面、マイナス面もある。 

神戸学院大学人文学部人文学科 3 年回生矢嶋ゼミが、2014 年 9 月 14・15 日に兵庫県加古川市西神吉

町鼎富木地区の全戸を対象に実施した、「富木地区の将来にわたる持続のための研究調査」と題した聞き

取り調査のうち、本章ではペットに関する質問項目の回答結果について検討を行う。 

まず、既存研究をもとにペットにより与えられる影響について整理した後、聞き取り調査を行った富

木地区において、ペットがどのようなプラスとマイナスの影響を持つのかを、富木地区住民の意識から

検討する。それにより、ペットが富木地区の人々に対し、どのような効果をもたらす可能性があるのか、

富木地区の持続に対してペットがどう役に立つ可能性があるのかについて検討する。 

 

２．ペットにより与えられる影響 

 

（１）プラスの影響 

 ペットにより与えられる影響には、人にプラスに働く面、マイナスに働く面が存在している。それら

の影響について述べる。 

ペットが人にもたらす良い効果として、主に身体的効果、心理的効果、社会的効果の 3 つがある（香

取 2014）。ペットから人にもたらされるプラスの影響には、癒しや、愛情、疎外感を埋めること、情緒

的な調和と安定などが挙げられる。身体的効果は、先ほど述べた影響から身体が健康増進へとつながる

効果のことである。心理的効果には、孤独感を減少させることや、気持ちを前向きにさせることなどが

含まれる。社会的効果は、ペットを飼うことによって家族間のコミュニケーションや、ペットを散歩さ

せる時の他人とのコミュニケーションの促進といった効果のことである （ガンダー2006）。 

この他にも、ペットによる子供の教育を行うなど、ペットがプラスに働く面は様々である。これらの

３つの効果についていくつかの事例を基に詳しく述べていく。 

①身体的効果 

ペットにより与えられる身体的効果として、人が癒しを与えられるアニマルセラピーと呼ばれるもの

がある。 

アニマルセラピーとは、人が動物と触れ合うことによってストレスを軽減することや、病気と闘う気

力を高めるというもので（朝日新聞 2014 年 2 月 6 日記事）、動物とのふれあいにより癒しをもたらされ

るといえる。これは、病院のみで行われるものではなく、幼稚園などでも行われている（朝日新聞 2013

年 6 月 26 日記事）。 
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ペットによる身体的効果には、アニマルセラピー以外でも、人とペットとのコンパニオンシップ（親

交）があり、人の健康増進につながることもあり得る。これについて、次の例がある。ガンダー（2006）

によれば、メディケア（医療健康保険制度）の健康増進を目的とするプログラム登録者を対象に行った

面接で、ペットとのコンパニオンシップを楽しんでいるペットの飼い主は、ペットを飼っていない人よ

り医師への受診回数が少ないとされる。この結果は高齢の飼い主にも見られるという。 

また、1980 年代初頭に重度の狭心症または心筋梗塞の患者 92 名を対象に行った実験では、ペットと

のコミュニケーションをとることにより血圧の低下がみられた（ガンダー2006）。人がペットとコミュニ

ケーションをとることにより与えられた安らぎが、人の血圧低下に繋がり、そして血圧低下により人の

心肺負担の軽減につながったのではないかと考えられる。 

これらの結果から、ペットとのコンパニオンシップにより得られた癒しの効果が人のストレスの減少

につながり、それが人の健康増進へとつながることが期待出来るのではなかろうか。 

②心理的影響 

愛犬との 11年を本にした人を紹介した朝日新聞 2014年 10月 22日の筑豊版記事によれば、一部の人々

にとって、ペットは単なる愛玩動物というわけではなく、友達であり、家族であり、心の支えであると

する。他にも、朝日新聞 2014 年 6 月 14 日の迷子となった愛犬を捜索した記事では、愛犬と長い月日を

過ごすことにより、遠くはなれた血縁者よりも深い絆に結ばれたことが紹介されている。 

もう 1 つ効果を挙げるとすれば、ペットと共に過ごすことが子供の教育につながり、心の成長を促す

という効果である。ガンダー（2006）に述べられているように、ペットによる子供の教育とは、ペット

を一種の親としパーソナリティ（人格）の発達を促すこととされている。更には、朝日新聞 2013 年 6 月

26 日の記事でも述べられているとおり、ペットと実際に触れ合うことにより、ペットがどのような生き

物であるかということを知らずに怖がっている子供にとっては、ペットがなぜ吠えるか、なぜ噛みつく

のかといった疑問や、その動物がどのような生き物であるのかを知ることが出来るいい機会とされる。 

これらのことは、ペットが、人の心を支えることや、心の成長につながると考えられる。一方で、（３）

に後述するが、ペットを大切な存在であると最も強く感じられるのは、ペットとの別れであるペットロ

スが起きたときであるともされる（香取 2004）。 

③社会的影響 

ガンダー（2006）によれば、散歩できるペットを連れていると、他の人に話し掛けられる可能性が高

くなるとされる。これについては、ペットを連れている人が連れていない人とくらべると社交的と考え

られることにより生じるものであるとも述べられている。  

 さらには、ペットが話題になるということも考えられる。これは、日常生活のみでなく、入院中の患

者にも大きな影響を与えている。ガンダー（2006）は、ペットを飼う入院患者 36 人へのインタビュー行

ったフリードマンの研究を紹介し、ペットを飼う入院患者は親族や友人と電話する際に、80％がペット

の様子を教えてもらい続け、60％は少なくとも 1 日に 1 回は教えてもらっていたことを示した。つまり、

ペットが入院患者とペットの世話をしている人に、必然的にコミュニケーションをもたらしているとさ

れる。 

これらの実験の結果から、ペットが人のコミュニケーションを促進している事が考えられる。 

（２）マイナスの影響 
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ペットによりもたらされるマイナスの影響として、動物が苦手な人、喘息やアレルギーを持つ人にと

って、ペットが悪影響を及ぼすことが考えられる。なかでも、ペットのしつけが出来ていない場合や、

飼い主のマナーが悪い場合には、ペットが苦手でない人にも悪影響を及ぼす可能性がある。さらにはペ

ットの世話そのものが苦になることもあり得る。 

ペットのしつけや、飼い主のマナーについて紹介した朝日新聞 2014 年 11 月 4 日の記事では、岐阜県

において実施されたペットに関するアンケートが紹介されている。その結果によれば、他人のペットか

ら迷惑を感じたことがあると答えた人が約 67％、飼っているペットが迷惑をかけたと感じたことがある

人は約 56％に及んだ。このことから、ペットにより迷惑を受けたことのある人が多く存在することと考

えられる。 

ペットがもたらすマイナスの影響には、ペットのしつけや飼い主のマナーなどにより生じるもののみ

ではなく、次の（３）で述べるように、ペットが何らかの理由で飼い主のもとからいなくなるペットロ

スというものもある。 

 

（３）ペットロスや行き場を失うペット 

ペットロスとは、ペットの死亡や行方不明により、ペットを失うことである。大切にしていればして

いるほど、大きな喪失感を与えられ、これにより鬱になる人もいるとされる（香取 2004）。そのうえ、

ペットを家族のようなものと考えていない人からは、ペットがいなくなっただけでそこまで落ち込まな

くてもいいのにというように思われ、さらに深く傷つくこともある。家族同然にペット飼っていた人に

すれば家族を失ったと同義である（香取 2004）。    

しかし、この喪失感は、子供に命の大切さや脆さを学ばせる機会となり得る。共に育った家族がいな

くなるのは辛いが、ペットへの愛情があるからこそ、喪失感によって生まれる感情もある。ペットロス

は、決して悪い影響のみを与えるわけではない。ペットによるなんらかの遺産を得ることが出来るペッ

トとの最後の出来事となり得る。 

ペットロスとは反対に、飼い主の高齢化が進み、飼い主が入院または亡くなることによってペットの

世話ができなくなることで、ペットが行き場を失うという問題も生じる。この問題により、飼い主がペ

ットを飼うことをためらう問題までもが起きてしまう。ペットが飼えなくなる問題に対して有効な方法

として、老犬を預けることが出来る老犬ホーム（朝日新聞記事 2015 年 1 月 19 日）や、飼い主がペット

に対して遺産を遺すことが出来る信託サービス（朝日新聞記事 2015 年 1 月 13 日）と呼ばれるものがあ

げられる。このようなサービスを知ることにより、ペットが飼いにくいという状況も緩和されると考え

られる。 

ペットを飼うことによる影響に関する富木地区の住民の意識についての聞きとりにより検証したい。 

 

３.富木地区におけるペットの現状 

 

（１）富木地区におけるペット所有数と種類 
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図 2 富木地区における世帯別ペット飼育経験 
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富木地区における聞き取り調査から、

現在ペットを飼っていると回答した世帯

が 22 世帯、現在は飼っていないが以前

は飼っていたと答えた世帯が 26 世帯、

今までに飼ったことがないと答えた世帯

が 5 世帯という結果になった。現在ペッ

トを飼っている世帯は全体の 4 割に及ぶ。

飼っていたことがある人を含めると 52

世帯中 48 世帯と、大多数を占めていた

（図 1 参照）。これは、この地区のほぼ全

ての世帯が、少なくとも一度はペットを

飼ったことがあるといえる。 

現在飼われているペットの種類としては、犬のみと回答した世帯が多く、現在犬を飼っていると回答

した世帯は実に半数以上にのぼる。猫のみを飼っているのは 1 世帯と少ない。その他として、魚が多く

（5 世帯）含まれていた。なお、2 種類以上の中には犬と猫を飼っていると回答したものが 2 世帯あった

（図 2 参照）。富木地区で飼われているペットには犬が多いということを示している。 

 このような、富木地区の住民において、ペットによる影響がどのように機能しているのかについて検

討するため、２節に示した研究によって挙げられた

プラスとマイナスの影響の点から分析する。 

 

（２）身体的効果 

 聞き取り調査において、ペットがもたらす身体的

な効果の癒しについて質問したところ、26 世帯から

癒しが得られるとする回答があった。このことから、

ペットとのコンパニオンシップが行われていると

推測され、ペットにより与えられる癒しがこうした

世帯において、間接的に身体的健康の向上に繋がっ

ている可能性が高い。今回の聞き取り調査では、「子

育てによるストレスの解放」と回答した世帯もあり、

実際にペットから与えられる影響により、人のスト

レスの減少に繋がり、健康促進につながっているケ

ースといえる。 

 

（３）心理的効果 

 

今回の聞き取り調査で、ペットが家族のような存在だと答えたのは 1 世帯にすぎず、ペットが家族や

友人のような存在と考える人が多くなってきている傾向と比べると、富木地区の場合は少ない。 

 

図 1 富木地区における世帯別ペット飼育経験 
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ペットが子供の教育や責任感の向上に影響するとの回答が 6 世帯からあった。これは、富木地区に、

一定の若い世代が存在しているという要因が大きいと思われる。 

 

（４）社会的影響 

 今回の聞き取り調査において、ペットが家族間のコミュニケーション向上に繋がったという回答が 2

件みられたが、ペットが地域でのコミュニケーションに繋がったという回答はなかった。この結果は、

農村部である調査地区において、住民同士のコミュニケーションが、ペットによるコミュニケーション

を必要としていない可能性や、そもそもペットにより地域でコミュニケーションをするという考えが浮

かばなかったという可能性ある。 

 一方、ペットにより家族間のコミュニケーションを行っている世帯が 7 件あり、夫婦のみの世帯が 4、

夫婦と子供の核家族世帯が 2、夫婦と子供の夫婦の二世代世帯が 1 であった。つまり、ペットが家族の間

のコミュニケーションを促進するのに役立っていると考えられる。 

 

（５）悪影響 

今回の聞き取り調査結果では、ペットから人にもたらされるマイナスの影響として、「世話は大変だが

癒される」「フンが臭う」などがあった。ペット（動物）が好きな人にとっても、ペット（動物）のフン

の始末などの世話は苦になっていた。今回の調査では他人のペットを迷惑であると答えた人はいなかっ

た。また、ペット（犬や猫）が苦手であると回答した世帯は 2 件あった。 

富木地区は平均年齢が高く、自分の死後にペットの状況が気になりペットを飼うことが出来ずにいる

人がいることも明らかになった。また、ペットを失うこと（ペットロス）を恐れペットが飼えないとい

う回答も 2 件あった。 

ペットを飼う事が有するマイナスの面が、ペットを飼うことを妨げているといえる 

  

４．おわりに 

 

ペットは人に身体的、心理的、社会的に対しプラスに働く効果があるが、その反面マイナスに働く影

響もある。 

 今回調査を行った富木地区は都市近郊農村地域であり、都市中心部と比べ地域間の交流が多く、コミ

ュニケーションが不足気味にはなっていないと思われるが、人口が減少し高齢者の一人暮らしも増えつ

つあるとみられ、ペットを飼うことに対し後ろ向きになる世帯もある。 

しかし、今回の調査により、ペットを飼うことによる良い影響として指摘されている、人々の癒しに

なることや、家族間でのコミュニケーション向上に繋がっている世帯も確かに存在していたことも事実

である。 

高齢者の一人暮らしが増えるにつれて、ペットを飼うことにより、もし自分がペットより先に亡くな

ってしまった場合に、ペットがどうなってしまうのかが気になりペットを飼いづらい状況になることが

多くなる。しかし、ペットによりもたらされる癒しや、その癒しが身体へプラスに働くということを考

えると、ペットを飼うことによるメリットは大きく、1 人暮らしによる孤独感の減少や身体機能の回復な

どの可能性は非常に高い。 
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将来 1 人暮らしの高齢者世帯が増える可能性がある富木地区では、ペットを飼うことによる危うさが

あるのは確かである。そのため、ペットを飼うことによる様々なプラスに働く効果や、ペットより先に

亡くなってしまっても、残されたペットが問題なく生きていけるように、老犬ホームやペット信託サー

ビスなどペットに対するサポートがあることについて、住民が認識していくことが第一歩となる。その

ためには、行政や町内会による情報発信や交流が役割を果たすであろう。 

こうしたペットによるプラスの効果や、ペットに対するサービスを知ることにより、ペットを飼うこ

とに対し後ろ向きである人も飼いやすくなり、ペットを飼うことによりプラスの効果を得ることができ

ると考える。ペットから得られるプラスの効果により富木地区が活性化することは、富木地区を持続さ

せていくための有効な手段の一つとして位置づけられるのではなかろうか。 
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１.８ 大河ドラマ「軍師官兵衛」から考える加古川におけるコンテンツ・ツーリズム 

 

歴史班              

上田修也・田中 謙     

 

１．はじめに 

 

近年、多様化してきた観光形態の１つとして、コンテンツ・ツーリズムに注目が集まっている。国土

交通省・経済産業省・文化庁（2005）は、コンテンツ・ツーリズムについて、「地域に「コンテンツを通

して醸成された地域固有の雰囲気・イメージ」としての「物語性」「テーマ性」を付加し、その物語性を

観光資源として活用すること」としている。 

NHK の大河ドラマは国民的番組として毎回高い視聴率を得ていて、作品に基づくコンテンツ・ツーリ

ズムも盛んに行なわれてきたとされる。その理由として、近年は低下傾向にあるものの、20％前後の視

聴率を保ってきたことや、登場人物の生き様や物語性、また人気のある俳優や女優などの起用が話題に

なっていると思われる。2014 年は、大河ドラマの題材に加古川にも縁がある、戦国時代の武将黒田官兵

衛が選ばれ、「軍師官兵衛」として放送された。 

神戸学院大学人文学部人文学科 3 回生矢嶋ゼミは、2014 年 9 月 14・15 日にかけて、兵庫県加古川市

西神吉町鼎富木地区において全戸を対象に、「富木地区の将来にわたる持続のための研究調査」と題し

た聞き取り調査を行った。富木地区は「軍師官兵衛」の主人公の妻である光
てる

姫の出身地に隣接している

ことから、歴史班では大河ドラマとコンテンツ・ツーリズムについて富木地区の住民に意識を尋ねた。

本章では、この回答結果について検討を行う。それにより富木地区内での「軍師官兵衛」の認知度や、

その放映による影響を明らかにし、ドラマに関係する加古川市の地域活性化について考えるとともに、

大河ドラマを題材にしたコンテンツ・ツーリズムによる地域活性化のあり方について検討する。 

また、光姫を活かした地域活性化に取り組んでいる加古川市志方町の「志方光姫の会」会長に対して

聞き取り調査を行い、「軍師官兵衛」による志方での地域活性化の取り組みの実際について明らかにす

る。これにより、今後加古川が大河ドラマなどの歴史的遺産を活かした地域活性化をどのように行って

いくべきかについて考える。 

以上を明らかにするために、まず、これまでの大河ドラマを活用したコンテンツ・ツーリズムについ

て研究例をとりあげ、検討を加える。それにより、大河ドラマコンテンツ・ツーリズムを活用して地域

活性化をするにあたってポイントやリスクについて考える。 

 

２．大河ドラマを活用したコンテンツ・ツーリズム 

 

（１）大河ドラマによるコンテンツ・ツーリズム 

増渕（2010）によると、コンテンツ・ツーリズムとは、一般的に言えば「聖地巡礼」のことであり、

ファンがコンテンツ作品に興味を抱いて、その舞台を巡るというものである。現在のコンテンツ・ツー

リズムは単に観光文脈だけでなく、地域の再生や活性化と結びついている点が重要と述べている。また、

山村（2011）によると、コンテンツは人と人の間、あるいは人とある対象の間で共有され、感情的な繋
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表 1 NHK大河ドラマの年間平均視聴率（％） 

放送年 大河ドラマ名 平均視聴率 

2002 利家とまつ・加賀百万石物語（唐沢寿

明・松島菜々子） 

22.1 

2003 武蔵 MUSASHI（市川海老蔵） 16.7 

2004 新撰組（香取慎吾） 17.4 

2005 義経（滝沢秀明） 19.5 

2006 功名が辻（仲間由紀恵・川上隆也） 20.9 

2007 風林火山（内野聖陽） 18.7 

2008 篤姫（宮崎あおい） 24.5 

2009 天地人（妻夫木聡） 21.2 

2010 龍馬伝（福山雅治） 18.7 

2011 江～姫たちの戦国～（上野樹里） 17.7 

2012 平清盛（松山ケンイチ） 12.0 

2013 八重の桜（綾瀬はるか） 14.6 

2014 軍師官兵衛（岡田准一） 15.8 

注 カッコ内は主演俳優と女優。平均視聴率は関東地方。 

出典 長崎経済研究所（2010）、ビデオリサーチホームページ「過

去の視聴率データ NHK大河ドラマ」 

がりを生むということを述べている。ファンが作品に縁のある地に訪れて、その場の雰囲気を感じたり

する。このような、人と物が見えないところで会話が成立されていることがコンテンツ・ツーリズムの

考え方である。山村によると、コンテンツ・ツーリズムの本質的な定義とは、地域やある場所がメディ

アになり、そこに付与されたコンテンツを人々が現地で五感を通して感じること。そして、人と人の間、

人とある対象の間でコンテンツを共有することで、感情的繋がりを創りだすと述べている。そうしたコ

ンテンツのなかで、特にアニメ・マンガ・歴史が取り上げられている。そこでは、人が五感を通すこと

で人間が持っている想像力が働くということが見られるという。コンテンツ・ツーリズムをすることに

よって興味・関心が皆無であったアニメ・マンガ・歴史に対しての視点が変わり、魅力を感じることが

できる。とくに、歴史に関しては、どのようにして形成されてきたのかという疑問や、どんな思いでこ

の地で生きていたのかということ

についても考えられる。 

増渕（2010）によると、大河ド

ラマは NHK が毎年違うテーマで

制作・放映している時代劇ドラマ

シリーズである。1963 年に第 1 作

目の「花の生涯」が放映された。

当時は「大型時代劇」と呼ばれて

いたが、その後「大型歴史ドラマ」

と変わり、1977 年に放映された

「花神」から、正式に「大河ドラ

マ」の名称を使用するようになり、

次第に定着していったという（NHK

ホームページ「NHK雑学」）。 

 また、大河ドラマは現在でも比

較的高い視聴率を維持していて、

最近のテレビ離れの風潮を差し引

いても、視聴者への影響は少なく

ないとされる。これまでの最高の

平均視聴率を記録したのは、1987

年放映の渡辺謙主演「独眼竜政宗」の 39.7％であり、翌年の中井貴一主演「武田信玄」39.2％がこれに

続いている。近年の大河ドラマの平均視聴率をみると、2009 年の「天地人」以降は 20％を切っており、

低下傾向が続いている（表 1）。 

 次に、大河ドラマによるコンテンツ・ツーリズムについて述べる。増渕（2010）によると 1966 年の

「源義経」が観光化の端緒の作品だとされる。制作発表時点から番組に関する様々な情報が、電話や行

政から NHK に舞い込んだ。平泉では、毎年 12 月に行われる「藤原まつり」を 5 月に繰り上げて行うこ

とになり、平泉を通る国鉄東北本線の急行列車に「義経号」という名前を付けてもらおうと陳情した地

方議員も登場したという。また、京都の鞍馬寺も、放送開始以降見学者が増え、石川県の能登半島でも

義経の移動した経路順に、船などを利用した「義経めぐり」、山形県では「義経史跡ライン」が作られた
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りもした。義経が活躍した各地域でこのような活動がされたのは、大河ドラマが高い視聴率で人を集め

たからである。 

以上から言えることは、実際にファンが旅先に足を踏み入れることにより、その地域特有の雰囲気を

体験することができることである。大河ドラマを用いたコンテンツ・ツーリズムの良いところは、実際

に存在した歴史上の人物に縁のある土地やものに人が触れることができることにあると考える。 

 

（２）大河ドラマによるコンテンツ・ツーリズムの経済効果 

ここでは、大河ドラマのコンテンツ・ツーリズムによる経済効果について検討する。まず、2010 年に

放映された NHK 大河ドラマ「龍馬伝」において、主人公の坂本龍馬が活躍した場所の 1 つである長崎

に焦点を当て、長崎経済研究所（2010）に基づき、大河ドラマによる経済効果について考えたい。 

長崎県内における観光動向として宿泊数をみると、日本銀行長崎支店の調べでは、2010 年は県全体で

4.1％の増加率となっているという。また、2010 年の長崎県内の宿泊客数は 4140 千人で、増加率は 2.7％

となっている。長崎県観光動向調査によると、ブロック別では、「龍馬伝」効果を最も大きく受けたと考

えられる長崎市は 7.6％の増加であったとされる。 

 その長崎市内の観光客数と施設入場者数の動向については、長崎市によると 2010 年の長崎市内の観光

客数は 610 万 8300 人、前年より 52 万 2700 人、9.4％の増加となったという。「龍馬伝」とも関係の深

いグラバー園の入場者数をみると、2010 年の入場者数は 101 万 5 千人と前年を 13 万 2 千人上回り、増

加率は 15.2％であった。長崎経済研究所によると、こうした差異の要因として「龍馬伝」において長崎

に舞台が移った 7 月中旬以降、登場人物の一人であるトーマス・グラバーの居宅であったグラバー邸が

物語の重要な舞台として頻繁に画面に登場するようになったことが考えられ、「龍馬伝」放映が観光集客

増加に大きな影響を与えたとされる。 

次に、本研究で対象とする「軍師官兵衛」の事例について述べる。産経ニュース 2014年 11月 28日の

「兵庫県内の「官兵衛」効果、今年前半で 144 億円超 「清盛」を上回るペース」によれば、兵庫県立

大学政策科学研究所は、2014 年の NHK 大河ドラマ「軍師官兵衛」に伴う姫路市の観光キャンペーン「ひ

めじ官兵衛プロジェクト」などで、今年 1 月から 6 月の県内への経済波及効果が 144 億円に上ると発表

した。これによると、放送開始の今年 1 月から 6 月までの間に、姫路市本町に位置する「ひめじの黒田

官兵衛大河ドラマ館」に約 28 万人が、姫路城内の「官兵衛の歴史館」には約 31 万人が訪れたことが算

出された。姫路市内の官兵衛関連の観光客は前年同期比約 14％増の約 205 万人にのぼり、1 人当たりの

消費額は日帰り客で平均約 7800 円、宿泊客で約 5 万 4 千円と見積もられ、経済波及効果額は兵庫県全体

で 144 億 3 千万円としている。「平清盛」が放映された 2012 年は、県内に 193 億の経済波及効果があっ

たが、それを上回るペースとなっている。姫路市以外でも、播磨地域全体や伊丹市の有岡城跡など、県

内の広い範囲に効果が及んでいると指摘されており、大河ドラマ「軍師官兵衛」は経済効果に大きく貢

献しているといえる。しかも、その範囲は、黒田官兵衛の主な拠点となっている姫路市だけでなく、兵

庫県内に及んでいる。 

 

３. 大河ドラマ「軍師官兵衛」からみた富木地区住民のコンテンツ・ツーリズムに対する意識 

 

（１）NHK大河ドラマ「軍師官兵衛」と「志方光姫の会」 
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表 2 大河ドラマ「軍師官兵衛」と加古川とのつ

ながりの認識 

「軍師官兵衛」と加古川とのつながり 回答数 

「軍師官兵衛」は知っている 8 

「軍師官兵衛」と加古川のつながりの

両方を知っている 

47 

両方知らない 0 

計 55 

 

表 3 大河ドラマの「軍師官兵衛」の放

送による加古川への影響 

良い影響 回答数 

観光客が増えた 6 

加古川が盛り上がっている 4 

加古川の歴史を知れた 4 

地域活性化 2 

みんな楽しんでいる 1 

経済効果があった 1 

加古川のグッズが増えた 1 

周りとの交流 1 

加古川が注目された 1 

加古川の知名度が上がった 1 

計 22 

 

悪い影響 回答数 

対策などが十分ではない 5 

いろんな人が入ることによる

悪影響 

1 

生活への影響 1 

地域発展に力が入っていない 1 

計 8 

 

2014年 9月 16日に実施した、加古川市志方町志

方の志方光姫の会会長（観音寺の前住職）に聞き

取りを行なった。加古川市志方町志方は富木地区

に隣接し、志方に城を構えた櫛橋家の次女であり、

主人公の黒田官兵衛の妻である光姫が幼少時に育

った。また、志方の観音寺は櫛橋家の菩提寺であ

り、「軍師官兵衛」の放映開始以降観光客が訪れる

ようになったという。 

聞き取りによると、姫路市における「軍師官兵

衛」による活性化とは違い、加古川市のそれは盛

り上がりに欠けるとのことであった。その理由として、姫

路市に比べて、加古川市は「軍師官兵衛」に関する観光振

興予算が少なく、不十分であることを挙げていた。地域の

住民が集まって結成された志方光姫の会では、地域住民を

対象にした官兵衛に関するイベントなどを催しているが、

費用は募金などで賄っているという。官兵衛の関連商品を

作るという案もあったが、「軍師官兵衛」の流行が一過性に

過ぎない恐れがあるという理由で、取りやめとなった。志

方光姫の会を含む地域住民は、大河ドラマ「軍師官兵衛」

による加古川での地域活性化には、あまり期待していない。

それよりも、「軍師官兵衛」に関連する歴史的なできごとが

加古川でもあったという事実や、それらに縁のある史跡が

あるということを、加古川市の住民や児童、生徒に知って

ほしいという気持ちのほうが強いという。 

 

（２）富木地区住民の大河ドラマ「軍師官兵衛」に対する

関心 

聞き取りによると、富木地区で黒田官兵衛のことをまっ

たく知らない人はいなかった（表 2）。また加古川と黒田官

兵衛のつながりを知っている人は 85％以上にものぼること

から、富木地区における大河ドラマ「軍師官兵衛」への関

心は非常に高いものだと考える。 

 

（３）大河ドラマ「軍師官兵衛」放送による加古川への影

響 

NHK大河ドラマの「軍師官兵衛」の放送による加古川への

影響が良いものであったか悪いものであったかを尋ね、そ

の理由について自由に回答してもらった（表 3）。それによ
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表 5 加古川の地域活

性化に活用できそう

な歴史的事項 

鶴林寺 

靴下 

武家屋敷 

古風な街並み 

西村公民館公会堂 

カツメシ 

一乗寺 

芦屋道満など陰陽師 

宮本武蔵 

ヤマトタケル 

 

 

表 4 加古川での「軍師官兵

衛」を活用した地域活性化

の取り組み 

取り組み 回答数 

できている 20 

できていない 20 

一過性 5 

わからない 11 

計 56 

 

れば、「軍師官兵衛」による加古川への良い影響は 22 件あり、悪い影響の 8 件に比べると、富木地区に

おいては「軍師官兵衛」の放送は、加古川にはプラスであったと考える。一方、悪い影響として指摘さ

れている点はほとんどない。むしろ指摘が多い点が特徴である。 

 

（４）加古川での大河ドラマ「軍師官兵衛」を活用した地域活性化の取

り組みについての意識 

次に、加古川では、「軍師官兵衛」を活用した地域活性化の取り組み

が充分にできていると思うか尋ねた。これに対して、できているという

意見と、できていないという意見が同数となった（表 4）。また、一過性

であると答えた人もあり、「軍師官兵衛」による加古川の地域活性化に

ついては、どちらかといえば否定的な意見が半数以上を占めているとい

える。 

 

（５）加古川の地域活性化に活用できそうな歴史的事項 

加古川にある「軍師官兵衛」以外の歴史的な事柄で、地域活性化に活

用できるものがあるか尋ねた。これに対して、表 5 に示される事項が挙がっ

た。加古川には、「軍師官兵衛」以外にも、地域活性化に活用できると思われ

る歴史的な事柄や建造物などが存在しているといえる。 

 

４．考察 

 黒田官兵衛の妻光姫を活かした地域活性化に取り組む、志方光姫の会会長

への聞き取り結果から、同会では大河ドラマ「軍師官兵衛」による地域活性

化について、少なくとも経済波及効果には期待していなかった。志方町は光

姫の出身地であり、そのこと自体が住民を勇気づける存在となっていること

が重要であるとしていた。一方、加古川市としては「軍師官兵衛」を活用し

た地域活性化の取り組みについて積極的には推進しておらず、今後も進むよ

うには見られない。 

 富木地区における聞き取りによれば、富木地区住民の「軍師官兵衛」への

関心は非常に高いが、加古川市の「軍師官兵衛」を活用した地域活性化の取

り組みに対しては、できているという意見とできていないという意見が同数

となった。さらに、ドラマ放映による影響は一過性であると認識している世帯もあり、志方光姫の会の

認識と共通するものがある。 

一方、加古川には、軍師官兵衛以外にも地域活性化に活用できる可能性がある歴史的な事柄や建造物

などが存在している。では、今後加古川では、歴史を活かした地域活性化のためにどのような活動をす

ればよいのだろうか。志方光姫の会会長がいうように「軍師官兵衛」だけで地域活性化を試みるのでは

なく、これをきっかけにして加古川市でおきた歴史的なできごとや事実、それらに縁のある史跡がある

ことを加古川市の住民が知るきっかけになることに意味があると考える。その際には、表５で挙げられ

た加古川市の歴史的事項を遺産として活かすことが大事で、それこそが、歴史を活かした真の加古川の
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地域活性化につながると考える。 

 

５．おわりに 

 

今回の研究で、加古川市志方町で大河ドラマ「軍師官兵衛」による地域活性化に取り組む志方光姫の

会会長に聞き取りを行なったことで、地元の認識も知ることができた。これによれば、「軍師官兵衛」の

放送により、確かに地域活性化にはつながったが、加古川市は姫路市に比べて盛り上がりに欠けるとの

ことであった。 

また、聞き取り調査により、大河ドラマ「軍師官兵衛」に対する加古川市西神吉町富木地区の住民の

生の声を聞くことができ、「軍師官兵衛」による加古川市の地域活性化についての住民の認識を知ること

ができた。富木地区の住民においては、「軍師官兵衛」に対する認知度は非常に高かったが、「軍師官兵

衛」を利用して地域活性化をするにあたって十分な取り組みができていないという認識であった。地域

活性化をするにあたってどのような取り組みをするのかが課題といえる。 

一方、歴史を活かした地域活性化をするにあたっては、「軍師官兵衛」だけでなく、加古川に多くの活

用できる遺産があることを、富木地区の住民から聞くことができた。今後加古川市において、「軍師官兵

衛」をきっかけにして、加古川に関連するさまざまな歴史的なできごとや、それらに縁のある史跡があ

るということを、加古川の住民自身が認知するようになれば、それ自体が地域活性化といえるのではな

いだろうか。 

「龍馬伝」や「軍師官兵衛」の姫路におけるレポートでは経済波及効果のことばかり述べていたが、「志

方光姫の会」のように、住民が楽しんでいるかということや、経済波及効果のみだけではなく、歴史的

なできごとや遺産の存在を通して、地域の住民が少しでも勇気づけられることのほうが重要であると考

える。 

大河ドラマを用いたコンテンツ・ツーリズムはそのきっかけとなればよい。歴史というものは、農業

や商業に比べて、地域を将来的に発展させていくための題材と考えられることは少ないかもしれない。

しかし、歴史は地域活性化の役に立ったり、人が歴史に触れることで勇気づけられたりすると考える。 
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１.９ おわりにかえて 

 

石田優輝・上田修也・鵜島 悟・音瀬佑貴・嘉手納優・ 兼松和幹 

佐伯健太郎・里見 彩・芝野 航・田中 謙・ 塚原あゆみ・仲嶋真司 

野田育秀・松山 誠・山村知輝・矢嶋 巌 

 

 本研究では、富木地区の全戸に対する聞き取り調査を行い、かいぼり、水害、商業、農業・食育、ペ

ット、地域のバリアフリー、歴史を活かした地域活性化などの要素から課題を見出した。どのようにす

れば同地区を持続させていくことができるのかについての詳細は、それぞれの章のまとめに委ねる。で

は、全体としてどのようなことがいえるのだろうか。 

 食・農業の点からは、人々が楽しみながら農業に関わる機会を得る方法として食育が挙げられた。加

古川市の食育活動は次世代に農業を伝えることを目的としており、子どもを対象にしたものが多い。家

庭に着目した実践的な食育活動を行なうことが住み続けやすさにつながると考えられる。歴史の点から

は、加古川市の歴史を知り興味を持つことが挙げられた。バリアフリーの点からは、将来において誰も

が住みやすい町にするために、道の整備といった今ある問題点を解決する必要があることが示された。

ペットの点からは、ペットを飼いやすい環境を意識してペットと人がともに生活するということはどう

いうことであるのかを今一度見直すべきとした。商業の点からは、商業施設が近くにないことなどの問

題を解決することが必要であるとされた。水害の点からは、下流域に被害がもたらされないように水害

対策を行い、加古川市や高砂市の安心・安全な生活につなげていこうという意識が重要であるとされた。

かいぼりの点からは、かいぼりは地域交流のきっかけとなるということをより多くの人に認識してもら

い、かいぼりに参加してもらうべきであろう。 

 以上に示した様々な要素について、地区住民が認識を共有しながら地区のあり方を見直して、問題点

を一つずつ解決していくことで、若い人も暮らしやすい地域を目指すことが大切であると考える。将来

にわたって富木地区で住み続けるためには、できるだけ多くの富木地区住民が協力することが欠かせな

い。とくに、これまで続けられてきた富木地区住民による食育活動やため池のかいぼりなどの農業関連

の体験イベントを継続していくことは欠かせない。地域活動・イベントを続けていることが富木地区の

魅力であることが、他の地区の住民によって再発見されることで、この地区に住む意味が見いだされれ

ば、富木地区の活性化と持続につながっていくだろう。 

聞き取り調査において、富木地区に住み続けるために必要なことを尋ねたところ、若い人を集めるに

あたっての具体的な提案が見られないこと、若い人を集めることに関して人任せであるといった意見が

見られた。そこで、農業、食育活動、かいぼりなどをより魅力的なものへと改善し、若い世代の人を呼

び集めることで、高齢化する富木地区に住もうと考える人が増えるように仕向けていく必要がある。そ

れによって、地区を支える農業や食育などの活動に携わる人が増加する可能性が高まり、富木地区の持

続につながるのではないだろうか。 

 

〔付記〕 

 本研究にあたっては、富木町内会長の久保寛氏、富木営農組合長の富木攻氏をはじめとする富木地区住民の皆様に、多

大なるご協力を頂いた。また、兵庫県立大学環境人間学部片野泉先生、志方光姫の会会長の村上博生氏、パルプラザ平井
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貞枝氏、高砂市魚橋北自治会の赤堀敬二氏、神戸学院大学総合リハビリテーション学部小嶋功先生にお世話になった。加

古川市役所農林水産課振興係の有川氏、兵庫南農業協同組合ふれあい広報部の北原氏、同特産部の礒野氏、同ふぁ～みん

SHOP かんき店の皆様、わくわく広場ニッケパークタウン加古川店の武田氏、兵庫県加古川土木事務所、加古川市役所、

高砂市役所のみなさまにご協力をいただいた。以上記して、心より感謝申し上げます。 

なお、本研究の一部については、2014 年 12 月 14 日に開催された、兵庫地理学協会 2014 年度特別例会（於兵庫教育大

学神戸ハーバーランドキャンパス、共催人文地理学会地理教育研究部会）において、学生と教員の連名でポスター発表し

た（資料 3 参照）。その際、ポスターセッションタイムにおいて学生が口頭で説明に当たった。 
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